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この報告書は 日本 自転車振興会か ら競 輪収益 の一部で ある

機械工業振興 資金の補助を受け,昭 和51年 度 に実施 した

「わが国の情報処理動向調査」の結果を とりま とめた もので

あります。
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産 業構 造 審議 会 情報 産 業 部会 は,昭 和49年9月 の 中間答 申の なか で,今 後 の 高

度 福 祉 社 会 実 現 の ため に,コ ン ピ ュー タ を中 核 と した情 報 シス テ ムの 開 発 と普 及 が

不 可 欠 な役 割 を果 たす ものである,と して産業 の情報 化 とと もに社 会 お よび生 活 の情

報 化 を推 進 す る よ う提案 した。

当 財 団 で は社 会 の情 報 化 に関 す る問 題 は,事 業 目的 に て ら して積 極 的 に取 り組 む

べ き課題 と考 え ,ま ず,具 体 的 なシ ス テ ム開発 以 前 に解 決 を要 す る問 題 点 の 把 握 が

重 要 で ある と して,実 シ ステ ムの 開発 状況 調 査 を行 っ た。 本 書 は ,そ の 調 査結 果 の

一 端 で あ り,今 後 と もシ ス テ ム工 学 の手 法 にの っ とり分野 ご とに,問 題 分 析 ,概 念

設定,シ ステ ム設 計 … … 等 の実 態 を把 握 して い く予 定 で ある。

最 後 に,シ ステ ム実 例 につい て,ご 多 用 の と ころ原 稿 ご執 筆 い た だ い た各位 に深

く感 謝 す る 次第 で あ る。

昭和52年5月

財団法人 日本情 報処理開発協会

会長 植 村 甲午郎
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1・ 社 会情 報 シス テ ム化 の現 状 と展 望

1.1稼 動 中 の シ ス テ ム

現 在稼 動 中の システ ム の一 例 は 下 記の通 りで あ るが,い ず れ も民 間企 業 が 開

発 して販 売 して い る もの で あ り,か な り利 用 度 の 高 い分 野 の シ ステ ム と考 え ら

れ る。 また開 発 民 間 企 業 につい て も,い わ ゆ る ソ フ トウ ェア専 業 者 あ るいは コ

ン ピュータ メ ーカ ー等 をは じめ 特 殊機 器 を 開発,販 売 してい る。

シ ス テ ム 名 開 発 者

医療 事 務管 理 シス テ ム セ ンチ ュ リー リサ ーチ

セ ンタ ー

環境 ア セ スメ ン トモ デ ル 日本 環 境 科 学研 究 所

FATEC公 害監 視 シス テ ム 富 士 通

ダ ム水 質解 析予 測 プ ログ ラ ム 開 発計 算 セ ンタ ー

画像 処 理 シ ステ ム(LARSYS)日 本IBM

避難 誘 導 システ ム 松 下 電 工

総 合 防 災 シス テ ム ホ ー チ キ

CAIシ ス テ ムCDC
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表1-1稼 動 中 の シ ス テ ム

」

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 籠 難 度
'

開 発 者 費 用 期 間 備 考

医療事務管理システム CRC この システムは,外 来,入 院それぞれの患者 に サ ービス開始 CRC

(セ ン チ ュ リ ー ・ リ 対する診療請求書,領 収書 薬品使用量などをコ セ ン チ ュ リ ー ・メ デ

サ ー チ ・セ ン タ ー) ン ピ ュ 一 夕 に よ って 即 時 に 処 理 す る もの で,バ ー イカ ル ・セ ン トラ ル

ド ゥ ェア構 成 は,24-32KBの ミ ニ コ ン を 主 体 技術

にティスク装置,磁 気テ ープ装置,デ ィスプレイ,

タイプライタでなる。従来 のシステムとは異 な り

即時性 の必要な窓 口処理は ミニコンをベ ースとし, C-3

月次処理な どは大型 コンピュータで行 うとい う方 、

式が特色で経済性にすぐれている。

環境 アセスメン トモデル 環境 アセスメン トの手法をコンピュータで一括 完 成 日本環境科学研究所 r

して行 う新しい方法℃ 従来は環境測定チータ等

をコンピュ ータで処理 し,総 合的な判断は,専 門

家かそれぞれ経験的に行っていたのに対 し,判 断 E-3

基 準を5段 階評価 に置 きか えて地域 メ ッシュ(250

mx)ご とにコンピュ ータで 自動的に判定 させ る

もの。 これはアセス メン トに客観性を持たせるの

に役立 つと している。

FATEC公 害監視 シス テム 官公庁,地 方自治体 大気汚染,水 質汚濁 騒音 ・振動など個々の公 富 士 通

(FATEC:富 士通オートマチ 害を計測,監 視するサブシステムをまとめ,ミ ニ

ック ・テ レ メ ー タ ・ア ン ド ・テ コンピュ ータや中型規模のコンピュ ータで公害情

レコ ン トロ ール) 報を分析処理する。すでに,大 気汚染監視のサブ

システムは,地 方自治体や鉄鋼など大型事業所に E-3

納入 してい るが,こ れら に他のサブシステムを追

加すれ ぱ総合化ができる。

ダム水質 解析予測 プログラム 貯水池の形状 流量,気 象,取 水口の中心標高 開発計算 センタ ー

形状,定 数 初期条件な どのデ ータを入力すると

一3一



も



●

■

♪

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 進捗度 開 発 者 費 用

、

期 間 備 考

貯水池の各層の水温分布,濁 度分布,各 取水 口,

放水 口からの流出水温,流 出濁度,流 入流速 など

のデ ータが 出力され,ダ ムの水温濁度現象の解析 E-3

予 測計算がで きる。 1-3

画像処理 システム 資源衛星あるいは航空機 からフィルムに収めた

(LARSYS) 地域デ ータをそれぞれの 目的 に応 じて解析する も

の。例えば,あ る地域の水 資源の状態を見たいと

きには,そ の地域全体の航空写真を撮 り,コ ンビ

ユ一夕で処理可能なチ ータに変換 し,水 を表わす

要素 「スペク トル」 を描 き出す。

LARSYSは ① 河,湖,小 麦,そ の他 一注 目し

たい要素の描出 ・強調 ②注目したい地域の四季

変化の推定 ③ある地域への他要素の合成などの

処理が可能 である。(水 ・石油資源開発,農 産物 E-3

生産指導,大 規模地域開発 環境アセスメン トな 1-3

どに有効な資料が得られる。)

避難誘導システム 火災発生時に最も安全な誘導経路が指示できる 開 発 中 松 下 電 工 1シ ス テ ム

よう制御盤,誘 導指示器 非常口指示器,火 災報 1,300万 円

知器,自 火報受信器で構成 され最高125の 区域 に

適用できるもの。火災の区域に応 じた誘導経路が F-3

プ ログラミングされ ており,直 ちに最適な避難経

路が誘導指示器で示 され,地 図パネル どモニタ ー

も出来 る。CRTデ ィ スプレイに連動 させれば機

器の動 作状態かすべてモニターできるよ うにな っ

て い る。

総合防災 システム ホ ー チ キ NEAC3200-30を 利用 し,あ らか じめ予想 実 働 ホ ー チ キ ～ 自社 ビル内 のみのシ

され る非常事 態に備 えた処理プ ログ ラムを用意 し, ,76 .7 ステム

各端末の検出器からの信号を受信することによっ

て,被 制御機器へ送 り非常時の誤操作防止を図 り F-3

敏 速,的 確に処理 して災害を最小限 におさえる。
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 進路 開 発 者 費 用 期 間 備 考

ま たCRTを 採 用 しマ ン ・マ シ ン ・ コ ミ ュ ニ ケ ー

ションをはか り,そ の うえ 自動音声警報装置 にょ

り避難誘導機能 も備 えている。(自 社 ビル内のシ .

ステム)

CAIシ ス テ ム こ の シス テ ムは 「プ レ イ ト ー」 と呼 ば れ,コ ン CDC 10年 間 G-3

ピュ 一夕と接続 したスク リーンを持つ端末機器を

設置 し,各 種の教育を シス テム的に行 うことを 目

的 とした もの。

端 末 機 器 を リ ー ス 契 約,コ ン ト ロ ール ・デ ー タ の

つ くった プログラムに よる教育を好 きな時に"受

講"す る方式や,プ ログラムは ビジネス学校な ど

と共同開発 して端末機 器を リースする方式な ど,

さ まざまな形態 の契約 方式を用意 している。

●

」
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1.2開 発 中 及 び 構 想,計 画 中 の シ ス テ ム

1.2.1開 発 中の シ ステ ム

現 在わ が国 で"社 会 情 報 システ ム"と して開 発 を行 ってい る主 な ものは,

分 野別 に み る と以 下 の 通 りで あ る。

運 営 者

行

産

医

允

①

②

③

ぽ

①

②

③

C

①

②

シ ス ア ム 名

政

行 政情 報 処 理 セ ンタ ー

不 動産 登 記 情報 シス テ ム

地域 環 境 情 報 デ ータ バ ンク

業

農 村 多元 情 報 シス テ ム

大 気 汚染 制 御(APMS)シ ス テ ム

廃 棄 物 情報 処 理 シス テム

療

救 急 医療 情 報 シス テ ム

医学 シソ ーラス 実験

③ 東 海 メ デ ィ カ ル ・イ ン フ ォ メ ー シ ・ン

・シ ス テ ム(TOMIS)

④ 医 学 用CAIシ ス テ ム

D.交 通 ・物流

① 広域交通管制 センタ ー

② 自動車道交通情報 集中監視 システム

③ 総合貿易情 報 システム

④ 自動車総合管制 システム

9

行政管理庁

法 務 省

東 京 都

農村情報 システム開発協会

通 産 省

豊 橋 市

神 奈 川 県

医療 情報 システム開発

センタ ー

東海大 学付 属病 院

医療 情 報 シス テ ム開 発

セ ンタ ー

警 察 庁

道 路 公 団

通 産 省

工 技 院



環 境 基 本 情 報書(デ ータ検索,管 理 システム)

水質 汚 濁監 視 シス テ ム

F.防 犯 ・防 災

① 防 災行 政 通信 シス テ ム

G教 育

① 新 教 育 情報 シス テ ム

H流 通

① 石 油流 通 情報 シス テ ム

1地 域社 会 生 活

・ ① 海 域利 用 デ ータ バ ン ク

② ペ ンシ 。ン情 報 シス テ ム

③ 兵庫 ダイ ナ ミ ・ク ス シス テム

④TRIPS-H(ト ラベル ・リザー・'・:一シ。ン

インフォメーション'ア ンド'プランニング・システム)

Nそ の 他

③ デ ジタ ルデ ータ 交 換網

② 産 業 技 術 情 報 シス テ ム

③ パ タ ー ン情 報処 理 シス テ ム

④ 情 報 商店 街

⑤CCIS(同 軸ケ ーブル情報 システム)

シ ス テ ム 名

E.公 害 ・環 境

① 公害 監 視 タ イ プ式 通 報 シス テム

② 公 害監 視 テ レメ ータ シス テム

③ 気 象情報 提 供 オ ン ライ ン ・サ ー ビス

④

⑤

運 営

会

市

県

協

庁

都

象

峰

岡

気

塊

京

本

川

裾

日

原

東

熊 本 県

光学技術研究組合

者

通産省,資 源エネルギ ー庁

建設省国土地理院

民 間 企 業

兵 庫 県

日本 交通公社

電 々 公 社

工 技 院

〃

民 間 企 業

郵 政省,寛 々公社

これ らの システ ムは 既 に 開 発 を終 了 して一 部 稼 動 中 あ るいは 実用 化 実験 等 の

段 階 に入 って い る もの もあ る。 運営 者 は ほ とん ど官 公庁,準 公 共 的機 関 が多

一10一

¶

ら

、



●

'

く,私 企 業 が 直 接 運 営 してい る例 は 少 な い とい え る。 開 発主 体 と しては,私

企 業 で あ る電 機,コ ン ピ ュータ メ ーカ ーが ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア を一

括 して 開発 してい る例 が 多 く,ソ フ トの み担 当 す る方 法は あ ま りと られ てい

な い 。

シ ス テ ムの利 用 者 と しては,官 公庁,企 業 単位 を対 象 に してい る例 が 多 く,

個人 単位 で の利 用 を 目的 とす る シス テ ムは きわ め て少 な い。 また,コ ン ピ ュ

ータ を 中核 と していな い シス テ ム もあ るが ,将 来 は コン ピ ュ ータ に っな ぐ計

画 を持 つ ものが 多 い。

●

、
♂
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○ 開 発 中 の シス テ ム

.-

A-1行 政

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 竃 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

,

行政情報処理センター構想 .行 政 管 理 行政 情報 を全省庁がスムーズに利用で きるよ う 開 発 中 51年 度予算 48～57 開 設

オンライン ・ネ ッ トワーク化 する計画で共同利用 (51年 度 より) 化 53年 度

' センターを設立することとしている。 これにより 5200万 円

各省庁への コンピュ ータへの重複投資を さけ,一 給 費 オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ

官単独 で処理 できない行政分野を もカバ ーできる 6～7億 一ク化は57年 度 か

とみてお り,主 な業務は,法 令の共同検索,国 会 (人 件費別) ら

議事録,人 事情報等の検索を主体として行 う予定 A-1

で56年 度 までは オフラインとファックスを使 っ

ー

て処理 し,57年 度 から本格稼動 を計画 している。

不動産登記情報システム 法 務 省 年間2,300万 件に も達する不動産登記 の事務手 開 発 中 47～53 不動産登記法の改正

続 の処理をコンピュータを導入 し行 うとい うもの。 が必要

不動産の登記に必要な書類は全て漢字,日 本文で 漢 字入力方式の実験 漢字入力方式研究

書かれているため漢字の入力方式について東芝な 終了 日 電

ど4社 に研究委託 し実験を行い,終 了 した。今後 東 芝

種 々の方式を ミックス した ものを システム化 して 富士通

行 く方針で,不 動産登記,謄 本の発行が自動化さ 日本 システム技術

れてゆ くものとしている。 これは,法 令 の改正, 53年 度 A-1

1

司法書士会との協力等制度面の是正も必要となる。実用 テス ト予定

●

地域環境情報デ ータバンク 東 京 都 都 のデ ータバンク構想の一環 として,需 要の高 計 画 中 48・7～

い地域環境情報を テーマに選んでパイ ロッ トシス

4
' テムをっ くることとし,モ テル地区 にっいての夜 51年5月 より実用

問人 口,建 物 の容積率 空地率,地 価,緑 被率, 化の予定

道路幅,福 祉施設,火 災の延焼速力などの項目を

経年変化 も加えてデ ータをそろえ,コ ン ピュータ A-1

に入 力する予定。 この結果をみながら将来は デ ー

多項 目もふや して行 き,一 般都民の利用 に供す る

考 えである。
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B-1産 業

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

農村多元情報システム 農村情報システム開 CATVを 中心 として農業および,地 域社会の 一部工事着工 日本農村情報システ 50～53 50.10

(農 村MPIS) 発協会 生産,生 活情報の提供 サ ービスを行 うべ く,農 林 ム協会 農村映像情報システ

省,郵 政省,通 産省が共管で同協会が計画してい 概 要 設 計 ム開発調査研究委員

る もの。MPISセ ンタ ーを中心に,各 農家,学 中富良野町 生活映像情報システ 会発足

校,病 院などには りめぐらされた同軸 ケ ーブルが (北 海道) ム開発協会

動脈とな り各情報を送 り,ま た農業施設 自動制御 下市町(奈 良)

装置により,灌 慨施設や畜産団地などの遠隔操作 馬頭町(栃 木)

も可能である。 コンピュ ータを導入 し映像情報 シ

ステムの農村MPISへ の適用を 目標 に50年 度

は実施設計を終了した。岐阜県国府町がモテル地 B-1

域 と して51年 度 から着工。
1-1

大気汚染予測制御システム 通 産 省 排ガス量 排ガス濃度,気 象条件 環境濃度な 実 施 段 階 機械振興協会 13億5千 万 円 ,71～ B-1

APMS(エ ア ・ポ リュ ー シ ョ ど を 常 時 測 定 し,こ れ ら の デ ー タを コン ピ ュ ータ

ン ・モ ニ タ リン グ ・ シ ス テ ム) に入れて科学的 に処理 し,1～3時 間後の環境濃 (鹿 島臨海 E-1

度を即時に予測するもの。その結果 高濃度汚染 工業地帯)

が予想 され る場 合には,排 出源に対 し,汚 染寄与

率に応 じた適切 な制御を行い,常 に望 ましい環 境

水準を保持 する システムである。 このよ うに,A

PMSは,天 気予報 のよ うに環境濃度の予測が行

われ,処 置が"事 前 に合理的に"行 われる ところ

に大 きな特色 がある。

廃棄物情報処理 システムユ ーレ 豊 橋 市 市内の埋立て地に市内で発生する廃棄物を埋立 実 験 中 ブ ラ ン ド FACOMU-200

ックス計画 て農地に変える実験で廃棄物のチータ処理を行っ

て,廃 棄物処理の方法を示すもの。市の埋立て処 B-1

理 課 か らデ ータの提供 を受けて廃棄物(ゴ ミ)の A-1

種類,特 性 によって ミニコンで処理方法を出力す

る。 ゴミの種類は将来1,000種 に ものぽ るとみ
、

られ,資 源の再利用にも役立て ようとのねらい。
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C-1医 療

シ ス テ ム 名 運 営 者 内

救急医療情報システム

(神 奈川県)

未 定 県内の市町村 を六 ブロックに

ごとに 「救急情 報セン ター」を

7

'

P

医学シソーラス実験情報検索

TOMIS

(東 海 メ デ ィ カ ル イ ン フォ メ ー

シ ョ ン シ ス テ ム)

医療情報 システム開

発センタ ー

東海大学付属病院

ホ ス ピ タ ル ・オ ー トメ ー シ ョ ン 東 海 大 学

容

各 ブ ロック

ブロ ック

内の診療所や病院,警 察 ・消防本部な どに置 いた

端末機か電話で医療情報をセンターに集中,急 患

の検診,治 療 に備 える一方,将 来は横浜 ブロック

に設ける 「コン ピュータ ーセンター」 に,情 報 セ

ンタ ーを直結 した医療 情報ネ ッ トワークづ くりを

めざすもの。

コンピュ ータとディスプレイ装置を使用 し,

学 文献 薬品情報 など医療 に必要な情報を即時 に

引 き出せるよ う用語の索引を整備 し,デ ータ検索

実験 を行 うもので,医 療やME(医 用 電子)の 分

野であいまいだった用語 の統一をはか り,効 率的

に情報収集,分 析 がされ る。

このシステムは現在,自 動検診システム(AM

HTS,人 間 ドック)と 病歴管理 シス テムが稼動

してお り,外 来患者の登録,心 電図解析,血 液 の

検 査および化学分析等の自動化をは じめ,従 来 の

人 間 ドックで2～3日 かか る検査 を3時 間で行い,

また,患 者のカル テの 自動検索,自 動搬送な どを

コンピュータ処理 している。将来は,会 計 システ

ム,診 療報酬請求計算 など総合的な医療情報 シス

テム化をめ ざし,病 名 のコー ド化,医 学用語 の統

一 な どの検討 を行っている
。

初診者の 申込書 をもとにコンピュータ用の診察

カー ドが作られ登録される。 このカー ドは患者一

人一生涯一番 号制 カルテ法(IDカ ー ド・システ

ム)と いわれ,カ ルテはマイク ロフイルム によっ

て保存 され る。

竃 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

ク 設 計 完 了 医療 情報 システム開 S.51秋 よ り部 分

ク 発 セ ン タ ー 的に実働

た

患 日本寛々公社協力 C-1

ク

セ

を

医 モデル実験段階 実 験 東 芝 の コ ン ピ ュ ー タ

に 50.11～ を使用予定

索

分 C-1

的

M 50年2月 FACOM一

動 病院完成時より稼動 230-48

の 中 C-1

の

し 、,

を

テ

ス

統

察 ～,75

一

テ B-1

つ
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 舗 進搬 開 発 者 費 用 期 間 備 考

診療科薬局,会 計等 すべてのセクションにカルテ

が回され,処 理 され る。 この他各種のME機 器 が

導入され,最 新の研究施設や医療施設を持ってい

る 。

医学用CAIシ ス テム 医療情報 システム開 遠隔制御 による医学用CAIシ ス テムで東京か 実 験 成 功 東 芝

発 セ ン タ ー ら300㍍ 離れた浜松との間で医学教育情報を送 医 療 情 開 C-1

信 し,制 御 する実験に成功 した もの。

遠隔地 になればなるほ ど問題 となっていたノイズ

を取 り除 くため,端 末 インタ ーフェイス用として

新たに信号の識別能力のすぐれたLSIを 開発採

用している点が大きな特色で,今 回の実験成功で

医学教育の広域化の実用化のメドがついたといえ

る 。

D-1交 通 ・物 流

交通安全施設整備事業第二次五 警 察 庁 全国30数 都市に設置する広域交通管制センタ 管制センター 51年 度

ケ年計画 一をはじめ諸交通施設の整備計画で,第2次 計画 6都 市分 、

D-1

広 域交通管制センター では,6都 市(山 形,新 潟,長 野,松 山,福 島, 30億 円

葛南(船 橋,市 川))に 管制 センターが設置 され (予 定)

る予定で,さ らにこれらの都市を中心として県内

全体の交通の コン トロールが可能 となるような大

規模 システムに まで発展 させることとしてい る。

自動車道交通情報集中監視 シス 道 路 公 団 近畿自動車道での交通情報気象情報などを各イ 完 成 富 士 通 3億2千 万 円 50.8～ FACOMU-200

テム ンターチェンジおよび料金所 に設置 した子局から 50.10 D-1

常時 収集 し,中 央管理所 でグラフィック表示板に

こ

関越自動車道につい
ては50.8運 用 開始

表示して集中監視するとともに道路上の電光掲示 78,東 名,名 神,中

板 に表示 し車両の安 全,円 滑 な走行をはかるもの。 央 については 日電が

受注NEAC

3200-70×2
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 竃 進雌 開 発 者 費 用 期 間 備 考

自動車総合管制システム すべての自動車が 目的地 までスムーズに最適ル 開 発 中 工 業 技 術 院 実用化には 48～5ケ 年 52年 度 中にパイ ロ

一 トを 通 っ て 行 け る シ ス テ ム で
,ド ラ イ バ ー が 目 約1000億 計画 ッ ト実験 と実用化 シ

的地を各自動車に積み込まれる通信機にセットす ステム設計

る と,中 央 の コ ン ピ ュ ー タ セ ン タ ー か ら 道 路 の 車

両密度等のデ ータから 目的地 まで の最適なル ー ト D-1

を自動車の機器の表示装置に表示した り,主 要交

差点での表示板に走行経路を誘導表示 して指示す

る。 また救急車 パ トカーな どの公共車を優先 さ

せて通行できるシステムも備 えている。

総合貿易情報システム 通 産 省 貿易手続きの簡易化,書 類のEDP作 成処理を 計 画 中 情報処理開発協会 51年 度 50年 度

目的 として輸 出入の取引 における関連 アブ リケー 約1億 基礎調査

ションシステムと,専 用端末機 の製作,他 システ 51年 度 56年 度 より運営開

ム と の イ ン タ ー フ ェ ー ス を と る サ ポ ー テ ィ ン グ ・ 基本設計 始の予定

システムの開発を行 う計 画で,航 空貨物の輸入取

引に関して,ア プ リケーションシステムの開発を

急 ぐ方針であ る。 D-1

大蔵 運輸の両省でもそれぞれの分野で輸入航空

貨物の税関 システム,貨 物輸送 システムの開発を

計 画 してお り,三 省が調整を とりながら進 めてい

る。

E-1公 害 ・環 境

タイプ式通報 システム 川 崎 市 市 の公害監視 センタ ーと大手33社 の工場,事 50年6月 富 士 通

業場の端末を寛々の専用回線で結び市内の7測 定 本 格 稼 動 川 崎 市 工 事 工 事

局で測定 したチ ータを伝送 し,企 業側 に自主的 に 4,433万 50.3～

規制 させ るよ うにするものでSO2,0x,浮 遊粉 E-1

じ ん,NO,NO2,風 向,風 速 等 の チ ー タ を 送 り,

あ わ せ て セ ン タ ーか ら の メ ッセ ージ を 紙 テ ー ブ リ

一ダにセッ トして送信するシステム
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 竃 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

公害監視テ レメ ータ ーシステム 福 岡 市 大気汚染状況をテレメーターにより測定 し,デ

ータをオン ライン
,オ フライン両系統で処理 でき

るシステムで,中 央監視局にオン ラインにてデ ー

ターおよび10観 測局 に自動的 に指示を即座 に送

ることが出来 る。地図表示盤,カ ラーデ ィス プレ

イに も濃度計算値,環 境基準値 との比較を表 示,

SOx,Ox,NOx,CO風 向 風速等のデータを

月報,年 報等の集計表 作成 もで きる。

49.7完 成 NEAC

2.200/150

E-1

オン ラインシステムによる気象

情報提供サ ー ビス

(財)日 本気象協会

(気 象情報

センター)

世 界的規模 での異 常気象 の発生や,環 境破壊の

進行に伴い,社 会的ニーズが高度化 し多様化する

気象情報をユ ーザ ーの利用 目的 に合 うよ う提供す

るもので,気 象庁のサ ービスでは カバ ーできない

面での特定の需要を充たす ことを 目的 としている。

ユ ーザ ー先と しては,航 空会社 国銑 道路公団

等か見込 まれ,気 象 チータの提供をテレタイプ,

ファ ックスな どを利用 して行 うこととしている。

51年 度中に機器設

置の予定

∂

所要経費にっい

ては一部ユーザ

ー負担 を考 えて

いる。

東芝の ミニコンを使

用する予定

52年 度 から一部サ

ービス開始

E-1

1-1

環 境 基本情報書デ ータ検索,管

理 システム

環境チ ータを集大成し,環 境 アセスメン トあ る

いは地域の環境 管理 を行 う際 の基礎デ ータとなる

もので都道府県単 位での大気汚染,水 質汚濁状況

は じめ各種の 自然生態系の実情をあらゆる角度か

ら克明に リス トアップし,国 立公害研究所,環 境

情報部のコンピュータにイ ンプッ トしシステム化

計 画 中 51年 度から作

成 に入る予定

53年 度中にこ

れをまとめ電算

機処理する方針

E-1

A-1

す るねらいである。

水質汚濁監視システム 東 京 都 公共用水域の水質の常時監視体制の強化を図る 実 用 化

ため昭和46年 度から水質測定の自動化による監

視測定体制の整備が進められてきている。水質汚

濁の特徴は時間的変化が著しく,こ のような河川

水質の変動を常時的確に掌握するために水質の連

'71～

E-1
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シ ス テ ム 名 運 営 者

、

内 容 鰭 進蝶 開 発 者 費 用 期 間 備 考

続測定を行い,テ レメータにより中央局 にデータ

を伝送 し常時監視 するとと もに,公 共用水域 にお

ける異 常渇水時の水質の悪化 に対処するための措

置 をとることとしてい る。

F-1防 犯 ・防 災

防災行政通信システム 熊 本 県 集中豪雨な どの非 常災害時 にスピーディーな情 開 発 終 了 富 士 通 6億5千 万 円 48. 10 ～

報収集 とこれ にもとつ く通報,指 令を的確に打出 50. 8

すため,無 線を主体とした電話交換網で県庁,総 F-1

合 庁舎,市 町村な どの行政機 関,ダ ムな どの関係

機 関に無線局131局 を 設けネ ットワーク化 した。

平時の行政連絡 にも用いられる。

G-1教 育

新教育情報 システム 8mm映 画 フィルムと磁気 テープを使 うシステム

でLLES(生 涯 教育 システム)と 呼 ばれ,視 聴

者と機械の対話 による双方 向情報 システムとなっ'

て お り,CAIと 同様の機能を果 すとい う。機器

の価格はCAIと 比 較するとはるか に安 く,社 会

教 育,職 員研修 厚生施設,情 報サ ービス,娯 楽

な ど広い分野への応用が可能 になる。

完 成

さらに 自動的 にア ド

レスが書 き込め るよ

う,撮 影録音装置 も

開発する予定

光学工業技術研究組

合

旭光学
工ノレモ

キャノン

小西六

コパル9社

チノン

東京光学

ミノルタ

リコ ー

G-1

H-1流 通

石油流通情報システム 通産省,資 源エネル 通産省,資 工庁の石油備蓄5ケ 年計画と並行 し 石油流通 システム開 昭和50年 よ り

ギー庁 て,国 内の石油関連会社や大口需要家が持ってい 発調査委員会設置
3ケ 年計画

50年 度民間の

'

る石油 について油種 油量等のチ ータを把握 し不 システム実態調

測の事態に対処するよ うな シス テムを開発するも 査
基本システム設計

の 。
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シ ス テ ム 名 運 営 老 内 容 鰭 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

51年 度 シス テ

ムの詳細設計

ソフ ト,ハ ード

の検討

52年 度 末実用化

H-1

A-1

1-1地 域 社 会 生 活

海域利用デ ータバンク 建 設 省

国土地理院

全国の海岸線沿い に幅2た 沈にわた り,水 深,土

地利 用状況,水 質,気 象 など29項 目のチ ータを

1たηメッシュでコンピュ ータにお さめた沿岸海域

のデ ータバンク。

海 の乱開発 環 境悪化を防止 するため,ま た レク

リエ ーション,基 地等の建設にあた って候補地選

択 の判断等環境 アセスメン トにも利用で きる海岸

行政 を科学的,合 理的 に進めるのかねらい。 当面

は 中央官庁,自 治体が利用するが将来は大学,研

究所 な ど民間に解放する予定

開 発 終 了

さらに4年 計画で水

深50加 までの海域

のチ ータをそろえる

べ く開発中 1-1

A-1

ペ ン ション情報 システム ペ ン シ ョ ン ・ シス テ

ム ・デ ベ ロ ップ メ ン

ト(PSD)

各 地で営業中のペ ンションの空室状況を的確に

つかみ,在 庫管理 し,予 約センターを設け,直 接

顧客 の予約も受 ける。 また設備計画,財 務分析等

経営面での必要なデ ータの集計 も行 う。

開 発 中

昭和52年6月 から

稼動予定

IBMと 導入契約

ペ ン シ ョ ン ・シ ス テ

ム ・テ ベ ロ ップ メ ン

ト(PSD)

米 国

ホ リデイ ・イン社

ホリテ ックス ・シス

テム1-1

兵 庫 ダイナ ミックス システム

＼

兵 庫 県 兵庫県 の都市計画における,長 期総合計画が主

体で都市問題を県の総合行政 に組み入れ,人 口,

産 業,環 境汚染,資 源の4セ クタ ーについて予測

シミュレーションを行い政策 のツール として用い

る。

社会 の形成に影響を及ぼ してきた要因を原点 から

問い直 し解明するのがねらいで,自 治体の無 限の

成長 に疑問を投 げかけている。

47年 よ り計画

48年6月 開 発に着

手

県民参加 のシンポジ

ウム

52回

県 庁職員20人 の プ

ロジェク トチ ーム

県 庁 48～50

1-1

TRIPS-H(ト ラベ ル ・ リ

ザベ ー シ ョン ・イ ン フォ メ ーシ ョン

日本交通公社 異 種間コン ピュ ータの結合 として近畿 日本鉄道

と ドッキングを完了 し,ネ ッ トワークによって,

運 営 中 今年度か らTRIP

S-IHの 検討 に着手
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 遭難 開 発 者 費 用 期 間 備 考

アン ド・プ ラン ニン グ ・シス テ ム) 近鉄 の指定券の予約 も即座 に行 える。 全国的な旅

行予約サ ービスが可能になった。 すで に,全 日空

東亜 国内 日航 また全国約2,000軒 の旅館のテ

レックスと も結合 させている。

1-1

N-1そ の 他
'

デジタル ・デ ータ交換網 電 々 公 社 テジタル ・チ ータ送信専 用の回線を建設する計 実 験 中 電 々 公 社

画で,従 来の通信回線が アナ ログ ・デ ータ送信用

の電話回線を使用 し,テ ジタル ・チ ータを伝送す 53年 度 に一部実 用 N-1

る時 は,い ったん アナ ログ変換 して回線 にのせ, 化の見通し

再びデ ヅタルに もどすとい う手続 をとっているが,

デジタル交換網が出来ればその手続も要らず,

2400S/S以 上 の高速デ ータ通信が可能 にな り,

電話線から独立するので交換局の設備等も簡略化

出来 通信の質 も向上すると見ている。

パタ ーン情報処理 システム 工業技術院 コンピュ ータの高度利用 の一環 として,46年 51年 度 中にモデル 電算機 メーカー 46～53

から進めている研究で,文 字,図 形,物 体 音声 試作

などの2次 元的情報 の処理を コン ピュ ータで行 う

ことを目標 に している。 コンピュ ータの高速演算

機能に加えて,よ り人間の 口,目,耳 などの器管 N-1
1

に近づけ よ うとするわけで,カ ナ文字 を含む漢字

の認識装置 音声,手 書きの図形処理なども一部

パイ ロットモデルを試 作することとしている。

産業技術情報システム 工 業技術院 産業界の研究開発の効率化を進めるため,同 一 計 画 中 51年 度 調 査

の研究対象に多重投資することを避けて,企 業間 予 算 化 500万 51年 度 中

での技術交流を進めることとし,技 術,関 連情報 (調 査費) N-1

の 体系化,シ ステム化を計 り,そ の調整機関を設 53年 度 に財団

ける計画51年 度 は,省 エネルギー技術,公 害 法人設立の予定

防止の技術 に関 し,ノ ウハ ウを含む特許等 につい

て技術をあっせんするうえで必要事項の調査を進
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 舗 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

め る 。

情報商店街 東邦生命保険 東邦生命 ビルにおいて構成 されている もので, TSS以 外完成 東邦生命保険

この ビル が 地 域 市 民 に と っ て の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ

ンセンター,情 報 センタ ーとしての役割を もつ よ
N-1

うに,医 療情報を とりそろえた情報商店街 よ り成 1-1

っ て い る。

当初の計画では,東 邦生命計算 センタ ーに設置 し

たUNIVAC1110と 各 テナン トを結 び,ビ

ル内TSSも 行 う予定であ ったが,現 在は まだ利

用 されていない。

CCIS(コ ーク シ ア ル ・ケ ー 郵政省,電 々公社 自主放送 自動反復,キ ー式有料テ レビ,チ ケ 生活映像情報システ

ブル ・イ ン フ ォ メ ー シ ョン ッ ト式 有 料 サ ー ビス,放 送 応 答 サ ー ビ ス,リ ク エ ム開発協会

システム) ス ト静止画 サ ービス等を同軸 ケーブルを使 うこと
(日 電他メ ーカ 1-1

同軸 ケーブル情報 システム に より実施 し,地 域全体の生活の情報化に役立 7社) N-1

た せ よ うと い う もの 。

実 施地域は東京の多摩 ニュータ ウン。

8
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1.2.2構 想,計 画 中 の シ ス テ ム

シ ス テ ム 名

A.行 政

① 国 土情 報 セ ン ター

② 電 子 郵 便 システ ム

B.産 業

① コン ビナ ー ト防 災 技 術 システ ム

② 植物 工場 シス テム

D.交 通 ・物 流

① 港 湾 情 報 シス テ ム

E.公 害 ・環 境

① 環 境 アセ スメ ン ト

② 排 熱地 域 利 用 シ ス テム

③ 港 湾 計画 の 環 境 アセ ス メ ン ト

H.流 通

① 港 湾情 報 シス テ ム

1.地 域社 会 生 活

① 民 宿 ダ イ ヤル

これ らの シス テム は,構 想,

庁 主 体の シス テ ム では 予算 的 な制 約 を受 け るの で,

運 営 者

庁

省

土

政

国

郵

工 技 院

日本電子工業振興協会

運 輸経 済 研 究 セ ンター

庁

院

省

境

枝

輪

環

工

運

.運 輸経 済 研 究 セ ン ター

日本 民宿 組合 中央会

あ るい は計 画 を作成 して い る段 階 で あ り,官 公

多少 変 更 が あ る と思 わ れ る。

また,公 害,環 境,産 業,地 域 社会 生 活 分 野 で は,廃 棄物 処理,環 境 アセ ス

メ ン ト等 の システ ム につい て相 互 に 関 連 して 計 画 してい る もの が多 く,民 間 企

業が 積 極 的 に の り出 してい る。

以 上の よ うに世 間 に 現わ れ てい る社 会 情 報 シス テ ムの状 況 を稼 動 中の シス テ

ム,開 発 計 画 の シ ステ ム に分 類 して述 べ た が,開 発 中 お よび構 想,計 画 中の シ

ス テ ム では,官 公 庁,準 公共機 関 が運 営 お よび 開 発 の主 体 とな って い る とこ ろ

が 多 く,稼 動 中 の シス テ ム につ い て は,民 間 企 業 が進 出 して い る。 これ は,民
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間 企 業 が 開発 す る シス テ ムは,そ の規 模 が 小 さ く,単 」 目的 性を 持た せ,プ ロ

グ ラム単 位 で利 用者 の ニー ズ に合 わせ ・ 短 期 的 な 需要 の高 い ものを優 先 させ て

開 発 して い る と見 られ るの に対 し,官 公 庁 あ るい は 準 公共 機 関 の進 め て い る シ

ス テ ムは,そ の規 模 も大 き くまた コン ピ ュー タの 処理 技 術 も高 度 で,ネ ッ トワ

ー ク
,TTSを 利 用す るな ど先進 的,未 来 指 向 型 で あ り,長 期 的 な社 会 ニ ー ズ

の見 通 しの 上 に た っ て開 発 す る傾 向 に あ る とい える。

社 会 情報 シ ス テ ム の 目指 す分 野 も,公 害,環 境 分 野 の 防止 シス テム を例 に と

るな らば,ア セ スメ ン トの 問題 で は 国土 情 報 あ るい は気象 情 報,地 方 行 政情 報

等 種 々の 情報 を シス テ ム化 しなけ れ ば な らず,国 家 的規 模 の シス テ ム化 が 必要

で あ る。 この 点 で もい ろ い ろな 分野が 複雑 に 関 り合 ってお り,開 発 経 費 も一 層

膨 大 な もの に な り,い わ ゆ る巨大 プ ロジ ェク トとし て,基 礎 的 な調 査 に も多 大

な 人 員 と費 用 を 費 し,具 体 的 に社 会 情報 シス テ ムが 完 成す るの は まだ 先 の こ と

と見 ら れ る。
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構 想 ・計 画 中 の シ ス テ ム

A-2行 政

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 進捗度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

国 土 情 報 ヤ ン タ ー 国 土 庁 国土利用に関する統計 データバ ンク構想で種々 構 想 数十億円 49～53 関係省庁との協力体

の国土情報を整備し,総 合的な行政を進めるうえ 51年 度 は諸データ 制が必要

での参考となるよ う,コ ンピュータにて,処 理で の整備

きるようシステム化 す る こ と としている。航空
国土情報管理システ

写真(40万 枚),土 地利 用図等の画像情報お よ 53年 度 にデー タの ム委員会設置

び,地 域メッシュごとの環境,形 態,人 口など数 体系化を終了する予

値データを全国規模で集め,将 来各省庁の統計な 定 財団法人化

ども リンク し,加 工提供 サー ビスを行 う計画 をも
A-2

っ て い る。

電子 郵 便 シ ステ ム 郵 政 省 電報,電 話の もつ スピー ドと郵便のもつ通信 内 調 査 研 究 中 調査依頼先 51年1月 までに報

容の豊富さとい うメ リソトを生かしたス ピーデ ィ 「松下電送機器 告

な郵便システムで利用者か ら受け たメ ッセージ, 松下電工

磁気 テープなどをフ ァクシ ミリ装置,磁 気 テー プ 富 士 通 後半にシステム基本

装 置で入力 し,コ ンピュータセ ンタを中継 してあ フ ァコム ・ハ イタ ック 構想を検討

て先郵便局へ送り,フ ァクシ ミリ,プ リンタで出 日電東芝

力したものを郵便物の形状にして,受 取先に配達 三 菱
A-2

す る とい うシステムで アメ リカの例 を参考にして 、 沖 」

その基本設計のための調査を電算機メーカーなど

に委託 して進めている。

B-2産 業

コンビナー ト防災対策技術 シス 工業 技術 院 社会的ニーズが極めて高 く,個 々の技術開 発 よ ,76よ り開 始 官民研究機関 1テ ー マ 3年 ～5年

テム りもシステムとしての開発が中心となるもので , 30億 円～

排熱エネル ギー利用シス テム 今までに大型プロジェク トとして取 り上げに くか 40億 円

住宅 自動設計 ・量産化 システム ったものを,特 定 プロジェク トとしてあらたに3

システムの研究開発が計画され た。(特 定 プロジ

エク ト制度の創設)プ ロジェク トとしての研究開
,

一35一





■

'

シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 進捗 度 開 発 者 費 用 期 間 備 考

発はフ ィジビリテ ィ ・スタ デ ィに基づいたシステ

ムの詳細設計が 完了 した ところで終え,そ の後は

完全に民間にまか してシステム化の実現を行 うこ

とに な っ て い る。

植物 工 場 シス テ ム 日本電子工業振興協 農業生産性の維持向上を目的 とし,農 業にエレ 概念設 計段階 電 子 協

会 ク トロニクスを導入 し,シ ステム化 を図ろ うとい 植物工場専門委員会

う観点から,現 在野菜を中心に装置化が進められ

ている施設園芸の栽培効率化へ工業手法を応用す B-2

るた めに植物工場システムの概要設計を行 った。

D-2交 通 ・ 物 流

港 湾情 報 シ ズ テ ム 運輸経済研究センタ
、

港に出入りする船舶の動静に伴う各種の情報を 基本設計終 了 システム建設費 実態調査を三井情報

一 伝達する 「港湾内船舶動静情報システム」と海上 約21億 開発,電 々公社に委

輸送による輸出入貨物の手続き処理を行う 「国際 公共性の高い システ (試 算) 託

海上貨物輸送情報システムの二つで構成され,シ ムのた め,開 発運 営 49～50

ス テ ム を運 営 す る 「ポ ー トイ ン フ ォ メ ー シ ョ ン セ は港湾管理者(地 方

ン タ ー 」 を 設 置 し,契 約 ユ ー ザ に 対 し て,ミ ニ コ 自治体)が 望ましい H-2

ンで オンライ ン情 報サー ビスを,一 般利用者に対 D-2

し,プ ッシュホンサー ビスを行い,税 関等に送ら

れる書類の 自動作成システムな どを計画してい る。

E-2公 害 ・ 環 境

環 境 ア セ ス メ ン ト 環境庁,行 政機関 環境アセスメ ン トは,工 場立地,地 域開発の着 民間シンクタンク グ

工前に大気,水 質な どの項 目について,現 況の汚 ル ー プ,電 算 セ ン タ
E-2

染度と開発,立 地した場合の汚染を予測するもの 一 グ ルー プ

A-2

で,主 に電算機を使 って,大 気汚染,水 質汚濁な

どの拡散をシミュ レーシ ョンす るものである。 こ

の環境 アセスメ ン トの需要の増大を見込んで,シ

ンクタンクグルー プ電算 センターグループなどで
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シ ス テ ム 名 運 営 者 内 容 鰭 齢 度
.

開 発 者 費 用 期 間 備 考

は,組 織の強化,技 術開発が活発になってきてい

る。 この背景としては,通 産省,環 境庁等の環境

アセス メン トの義務付け,あ るいは法制化が急が

れ ていることなどがあ る。

排 熱 地域 利 用 シス テ ム 工 業技 術 院 日本鋼管福山製鉄所をモデルとし,排 熱エネル 調 査 段 階 日本熱 エネルギー技
,,

75～76 今年度は試設計

ギー として,放 散させる損失熱 をどのように捕集 術協会

す るか,地 域利用方式 としてどの ような種類のエ

ネルギー に変換利用するか,地 域エネル ギーバ ラ 特定地域総合熱利用 E-2

ンス をどう考えるか,料 金制 度をどの ように設定 計画策定委員会 1-2

す るか,環 境 問題がどの ように改善 され るかを調

査することに よって,シ ステムの設計に今後反映

させる。現在モデルの製鉄所では主要エネルギー

の うち,30%を す ててい るがシステムが具体化

された点では,こ の うち1'0%を 地 域に供給す る

予定であ る。

港湾計画の環境アセスメント 運 輸 省 港湾における環境保全の問題は従来,埋 め立て 提 案 段 階 運 輸 省

(港湾技術研究所) しゆんせつなどの工事による水質汚濁の拡散や防 (港湾技術研究所)

波堤の建設などによる海岸の決壊といった直接的

なものに限定されて きたが,最 近の港湾機能の多

様化は港湾 をめぐる多 くの問題をもた らしている。 E-2

これ らの問題 とは動物,植 物といった生態系の問

題であり,景 観 コ ミュニテ ィー とい った社会的 問

題である。 これらの異質の環境事象を総合的に考

慮,評 価す るための手法の検討を行 ったものがこ

1 の ア セ ス メ ン トで あ る。

1-2地 域 社 会 生 活

民 宿 ダ イ ヤ ル 日本民宿組合中央会 民宿情報 をネ ッ トワーク化 し商用TSS「MA 計 画 中 グ リーンダイヤルを補

RK－ 皿」 を利用し一般か ら予約 を受けるシステ 助 システムとして 採

ム,大 手旅行代理店の コンピュータ とつな ぐ計画 用

もある全国民宿 約20,000の うち%に あた る

約6ρ00軒 を対象 とし,民 宿の資格 基準を設け厚

生省の認可を受ける予定で,季 節的な変動も最少 1-1

に とどめ,経 営に も役立てる。

　

39一





1.3社 会 情 報 シ ス テ ム の 動 向

1.3.1分 野 別に 見 た 社 会情 報 シ ステム

社会情 報 シス テ ム の特 性 を分 野別 にみ る と以 下 の とお り

A.・ 行 政

B.産 業

C.医 療

D.交 通 ・物 流

E.公 害 ・環 境

F.防 犯 ・防 災

G.教 育

H.流 通

1.地 域 社会 生活

N.そ の 他

以 上の よ うに 分類 され るが,各 々の 分 野 につ い てか な りその シス テ ムの 特 性

が見 受 け られ る。

A.行 政

行政 分 野 では,シ ステ ムの 目的が 大 量 の情 報 の処 理 お よび検 索 業 務 を主

体 と して お り,ま た 利 用 先 と運営 主体 が 官公 庁,自 治 体 等行 政 機 関 で一 致

してい る の も この 分 野 の システ ム の特 徴 で あ る。

シス テ ムの 規 模 としては,大 容 量の 記 憶装 置が 必要 と見 られ る'ほか,官

公 庁 全体 の共 同 利用 が 前提 とな る ことか ら,オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク化

計 画が検 討 され て い る。

行 政情 報 の システ ム化 は,も と も と行政 事務 処 理 の 繁雑 化,多 量化 を 緩

和 させ る こ とを 意 図 してい る もの で大 量デー タを"コ ン ピ ュー タ に よ る処

理 シス テ ム"と い っ た性 格 が 強 い。 これ らの システ ム の完 成 には,多 額 の

予算,長 期 的 な計 画 を必 要 とす るが,東 京 都 が計 画 してい る地域 環 境情 報
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デー タバ ン クの シス テ ム の如 く,デ ー タバ ン ク構想 の 内 よ り最 も利 用度 の

高 い と見 られ る地 域 環境 情 報 とい う二部 門 に しぼ って段 階 的 に 完成 させ る

とい った方 法 もと られ てい る。

B.産 業

産 業 に関 す る情 報 シス テ ム化 の傾 向は,企 業 の生産 活動 に ょ って発生 す

る公 害 な どの マイ ナス要 因 を除 去す る シス テ ム あ るい は流 通 経 路 の改善,

情 報 の迅速 な'入手 な ど とい った 企業活 動 を 円 滑 に,よ り大 きな 効 果 をあげ

る こ とを 目的 とした シ ステ ムが 主 に計 画 さ れ てい る。

この 分 野 では 企 業 自体が あ るい は公 的機 関 と業界 団 体 との共 同 で研 究開

発 を進 め てい る ものが 多 いが,い ず れ も完 成 に は至 って な く,ま た コ ン ピ

ュー タ利 用 の 面 か らよ りも,シ ステム 全体 へ の アプ ロー チが主 体 に な って

い る。

C.医 療

医療 分 野 で は,医 療 事 務,医 学 情報 検 索,病 院 管理,病 歴 管理,医 薬 品

管 理,救 急 医療,地 域 医療,医 学 教 育等 多 方 面 に分割 され てそれ ぞ れ研 究

開発 が 最 も進 ん で い る。 これ は 医療 システ ムの 社会 的 ニ ー ズが高 い ため で

あ りまた これ らを総 合 して病 院 全体 を シス テ ム化す るHIS(Hospital

Informatiom'System)を 志 向す る計 画 も出 され て きて い る。

医療 情 報 シ ス テ ムは利 用 者 層 か ら考 えてみ る と,特 にME機 器 との接 触

が 強 く,ME機 器の 開 発が 強 く推 し進 め られ てい る傾 向 に あ り,コ ン ピ ュ

ー タ処 理 もこれ らのME機 器 の コン トロー ル ,お よび計 測 デー タの処理 に

利 用 され る面が 多 い と見 られ る。 さ らに コン ピ ュー タの 開発 に つ いて も,

医療 専用 機 種 あ るい はME機 器 との イ ン ター フ ェー スを 考慮 した ものを 目

指 して お り,開 発 者 もあ らか じめ ソフ'ト ・ハー ドを,総合 して電 算 機メ ー カ

ーが 主体 とな って 受 注 す るケー スが多 い。

D.交 通 ・物 流

交通 ・物 流 の 分 野で は,自 動 車 の交 通 制 御 に関連 す るものが ほ とん どで
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警 察庁,道 路 公 団等 が 運 営 主体 とな ってい るが,交 通 制 御の本 来 的 な役 割

では,現 在 では あ ま りコン ピュー タ利 用の 例 は少 ない。 む し ろデー タ伝 送

お よび グ ラフ ィ ック表 示 な どの 周辺 機 器,端 末 機 が主 体 とな って い る。 ま

た これ らの シ ス テ ムの技 術 面 か らの 研 究 もか な り進 んで お り,新 しい 方 式

の交通 コ ン トロー ル お よび新 し い輸 送機 関 の開 発 も行 な わ れ てい る。 交 通 ・

物 流の情 報 シス テ ムは,公 共 的,国 家事 業 で大 規 模な システ ムで あ り,輸

送 機 器 の新 規 開発 な ど システ ム の確 立 に伴 な う,付 帯 す る設備 ・環境 な ど

の整 備 の 問題 を解決 しな けれ ばな らな く,し た が って,開 発経 費 もぽ う大

な もの に な る こ とが 予想 され るが,過 密的 な 大 都 市の 交通 の現 状 か ら して,

世間 の期 待 す る声 も大 き く,ま た 産 業界 で も これ らの プ ロ ジ エク トに有 望

な市場 を 見 込 ん でい る もの と思わ れ る。

E.公 害 ・環境

公 害 ・環境 分野 の シ ステ ム として は,公 害 ・防 止 の テ レメー タ シ ステ ム,

環 境 デ ー タの ア セス メ ン ト,お よび そ の デー タ バ ンク ・シス テ ム な どに分

かれ るが,こ の 分 野 は,民 間 の ソ フ トハ ウス な どが進 出 し単 一 目的 処 理な

が らパ ッケー ジ化 した シス テム と して販売 してい る例 もあ る。

公 害 監 視 シス テム は,電 子 測定 機 器を 中心 とした電 光表 示 あ るい は 電話

通信等 の 警告 システ ム が 多い が,将 来 は これ らの機 器 とコ ン ピュー タを接

続 させ,デ ー タ処 理,デ ー タ伝 送 の 範 囲 まで拡 張 させ る構 想 を持 って い る。

さ らに,公 害 ・環 境情 報 シ ステ ムの 分野 は,他 の 分野,例 えば 交 通 ・産

業,防 災 等 の システ ム と密 接 に 関連 して お り,こ れ ら の シス テ ム との共 通

の デー タの 利 用 も考 え られ,予 測,ア セ スメ ン ト,手 法等 の シス テム の 必

用 性 も検 討 さ れ てお り,こ れ ら の 分野 の情 報 システ ム化 には,官 公 庁,公

共 機 関 お よび 民間 機 関 と もそれ ぞれ 積 極的 に 研 究開発 を進 め てい塔癒 が あ

り,現 在 で は 医療,交 通分 野 の情 報 シス テ ム化 とと もに最 も社会 的 に ニー

ズの 高 い もの と思 わ れ る。
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F.』 防犯 ・防 災

防犯 ・防 災分 野 の 情 報 システ ム化 につ い て は防犯 に 関す る もの と防 災 に

関す る もの と分 け て述べ る。

防犯 に 関す る情 報 シス テ ム化 で は 民間 ベー スの シス テ ム化 は ほ とん どな

い とい え る。 た だ,警 備 会社 の 警報 システ ムが そ の側 に属す る とい え るが

コ ン ピュー タ処 理,あ るいは情 報 処理 の方 式 は 必要 が な く,む しろ警 報装

置 を主体 とした シス テ ムで あ る。 一 方,警 察庁 の犯 罪 情 報 システ ム 等 官公

庁 ベー ス の シス テ ム では,我 々 の生 活 とは 直接 に関 連 す る もの では な く,

か な り特 殊 な情 報 シ ス テム で あ る とい える。

つ ぎに,防 災 分野 の情 報 シ ス テ ムで は,災 害 に関 す る情 報 の 収 集 お よび

処 理 を行 い,い ち はや く警報,行 政措 置等 の対 策 を講 ず る のに 役 立 て るシ

ステ ム づ く りの例 が 多 く見受 け られ ,地 方 の 自治 体 単位 の防 災 の 行 政通 信

シス テ ム,あ るい は,民 間 の警 報 機 器,信 号機 を 中心 と した 避 難 誘導 シ ス

テム,あ るい は,民 間 の 警報 機 器,信 号 機 を中心 と した 避 難 誘 導 シス テ ム

等 活発 な 研 究開 発 が 進 ん で くる と見 られ る。

しか し,ま だ コ ン ピ ュー タ利 用 の 面 では,例 は あ ま り多 くは な いが,迅

速 な判 断や 正確 な デー タ を必要 とす る シス テムの 性格 上 これ か らは かな り

情 報 処 理 シス テ ム化 が志 向 され てい くと考 え られ る。

我 が国 の地 形 あ るい は台 風,地 震 等 の 災 害 の頻度 の 高 さを 考 えれ ば,少

な くと も 「人 災が 起 こらぬ よ う」 起 こる災 害 の規 模,影 響,時 期,あ るい

は 形状 を予 測 し,避 難,救 助 あ るい は 復 旧 を速や か に行 な え るよ うな情 報

の システ ム化 は今 後 も開 発 が進 む で あ ろ う。

また,災 害の 原 因お よび発 生 す るメ カ ニ ズ ムの 究 明に も基礎 的な 調 査 研

究 に 必要 な デー タ とし て気象 情 報,環 境情 報,地 形 国 土情 報,etc… あ ら

ゆ る情 報 の体 系 化が要 請 され る もの と考 え られ,総 合 的な デー タバ ン クの

構 想が この分 野に お い て も提 唱 され て い る。
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G.教 育

教 育 の 分野 の 情 報 シス テ ム化 は,CAIシ ス テ ムが 大 きな比 重 を 占 め て

い る。 教 育機 器産 業 お よび電 機メ ー カーの 進 出 が 目立 って お り,従 来 か ら

教 育 産 業 は,他 の 業 種 に 比 して市 場 が 安 定的 で あ り出版 業 な ど関連 業種 も

含 め ると,こ れ ら もか な り発 展が 望 め る もの と見受 け られ る。 また さ らに

光学 機 器メー カー,文 具 品 メー カー の 参入 も予 想 され 教 育 機 器 を中 心 とす

る 研究 開 発が 伸び る と見 られ る。

しか し教 育 の情 報 シス テ ム化 の範 囲 は広 く,従 来 の教 育 制 度 大 系 に沿 っ

て の シス テ ム化 であ るた め機 器中心 の シス テ ム にな ら ざ る を得 ない の が 実

情 で あ る。 また特 に生 涯 教 育 に関す る情 報 シス テム,中 高 年 者 層 向け の 教

育情 報 シ ステ ム,社 会 教 育 に関す る情 報 シス テ ム化 の検 討 も考 え られ るが,

まだ ア イ デア の段 階 で あ って構 想す ら 具体 化 され て い ない。 新 しい 教 育 の

あ り方 も斯 界 で検 討 され つ つあ る時,「 教育 」 とい う直 接 人 間 を対 象 とす

る情 報 シ ステ ム化 には,よ り細 心の 考 慮が は らわれ ね ばな らな い とい え る。

H.流 通

流通 分 野 の 情報 シス テ ム化 にっい て は,オ イ ル シ ョ ソク以 来 流 通経 路 の

シス テ ム化,簡 素化 等 が 叫 ばれ,日 本 古 来 の流 通 体 系 に対 す る見直 しが 改

め て 必要 にな って 来て お り,近 来急 激 にニー ズが 高 まっ て きてい る とい え

る。

と くに,石 油 を 中心 としたエ ネル ギー 資源 の 有 効 かつ 円 滑 な 利 用 を 目的

とす る流 通 シス テ ムお よ び生 鮮 食料 品等 生活 必需 品の 流通 情 報 シズ テ ム化

が 所管 の 官 公 庁 で検 討 され て きてい るが,ま だ 計画段 階 で 具体 的 な シ ステ

ム化 には 至 ってい ないo

制度 的 あ るい は 流 通 体 系,手 続な どの 諸 問題 の解決 も含 め,か な り情 報

シ ス テ ム化 に は環 境 の 整 備 が必要 で あ る と思 わ れ る。 む し ろ民 間 企業 単位

で物 流の シス テ ム とか らめ て,企 業 活 動 の能 率 向 上 を意 図 し て計画 ・開 発

を行 って い るが,こ れ らは経 営 情報 の シス テム 化 の一 環 と して計 画 され て
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い る もの が 多 い。 特 殊 な存在 として,貿 易 情 報 システ ム,港 湾 情 報 シス テ

ムな どの よ うに,超 大 型 の流 通 分野 を 含め た 総 合情 報 シス テ ムの 長 期的 な

計 画が な され でい るが,基 礎 調 査 の段 階 を経 た ばか りで あ り,シ ス テ ム完

成 の 目標 も5～6年 先 に置 い てい るのが 現 状 で あ る。

1.地 域 社 会 生活

地域 社 会生 活 の 分 野 で は,情 報 シ ステ ム化 の対 象 が 広い のが 特 徴 で,レ

ジ ャー,福 祉 等の 分 野の 外,地 域 社 会 に影 響 す る環 境,医 療,交 通,流 通

の問題,さ らに それ ら シス テ ムの 媒 体 とな る映 像,通 信,あ るい は 施 設の

システ ム 化 を 含め る と,超 広 範 囲 な 分 野 とな る。

現状 で は,旅 行 予 約 シス テ ムが わ ずか にあ るだけ で この種 の 情 報 システ

ムは非 常 に少 ない とい え る。 これ は 利用 者 の 対象 が,主 に個 人 を 想 定 して

い るだ け に,利 用 者 層をは っ き りと把 握 しきれ ない 点 に難 が あ り,そ の 外

地 域住 民 との 協調 あ るい は経 費 の 問 題,意 識 の低 さな ど数 々の 問 題 点 を含

ん でい るか ら と考 え られ よ う。

今 後 は,関 係 官 庁 お よ び地 方 自治体 等 公 共 機関 の行 政 施 策 が 進 展 し,民

間 開発磯 間 に イ ン パ ク トを与 え る こ とが 一 つ の方 法 と もな るで あ ろ う。

前述 の よ うに大 規 模 で,ま た 広 範 囲 で,し か も関 連 す る 分野 が 多 数 にわ た

る地 域 社会 生 活情 報 シス テ ム化 で は,最 終 的 に は巨大 な ネ ッ トワー ク ・シ

ステ ム の完 成 が要 請 され ,期 間 も数十 年 の 長期 にわ た るプ ロ ジ ェ ク トとし

て考 え られ るが,と りあ えず,市 町村,あ るいは よ り小 さい 団地 等 の小 規

模 の シス テム化 を図 り,実 験 的 な試 み か らス ター トして行 く方 法 も必要 で

あろ う。 この 点 に つ い ては,多 摩 ニ ュー タ ウ ン地 区 の"映 像情 報 シス テム

化 実験"(通 産,郵 政 の 両 省 の共 管)は 最初 の 試み として各 方 面 か らそ の

成 果が 注 目 され てい る と ころ で あ る。

1.3.2社 会情 報 シ ステ ムの 分類

社 会情 報 シス テ ム を 分類 す る場 合,種 々 の分 類 方 法が 考 え られ るが,こ こ

一46一



では それ を行 政,産 業,医 療,交 通,物 流,教 育,公 害,環 境,防 犯,防 災

流 通,地 域 社会 生 活 の9の 分野 に分 け る方 法 を採 った。

そ して,こ の 分 野 に 入 らな い もの を"そ の他"と した。

また分 野別 の 他 の 分 類方 法 と して シス テ ム開発 あ るい は 運 営 主 体 別 に 分 け

る方 法,お よび 利 用者 別 の 分け 方,お よびそ の シ ステ ムの 中 核 とな る コン ピ

ュー タの 主な 処 理 機能 別 に よ って 分類 す る方 法な どを考 慮 した。

さ らに,前 述 した社 会情 報 シス テム の開 発動 向 にっ い て そ の 内 容 を 参考 と

して後 に 添 付す るが,こ れ らの シス テ ム は厳 密 に規定 すれ ば,社 会 情 報 シ ス

テ ムの範 囲外 の もの もあ るか も しれ な い し,こ れ らの 中 で い わ ゆ る"情 報 処

理 シ ステ,ム"の 形態 を と って い る ものが か な りあ るが,と りあ えず,社 会情

報 シ ステ ムの意 味 を,「 我 々国 民 が 文化 的 な,社 会生 活 を 営 む 上 で よ り役 立

つ,あ るい は,よ り社 会 生 活 を向上 させ る の に要 請 され うる シ ステ ム 」 と持

た せ るな ら,あ なが ち これ らの 分 類 お よび一 覧 も無 駄 な もの で は な い と思わ

れ よ う。
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2.公 害,環 境 分 野 にお け る シス テ ムの 実例

公害,環 境 の 分 野 の情 報 シ ステ ム化 で は,種 々,様 々 な システ ムが 現 われ て

きてい るが,こ れ も,社 会 的な ニ ー ズの高 さを表 わ して い る と見 て よ いだ ろ う。

ひ と くち に公 害,環 境 とい って も,そ こに は,多 方 面 にわ た る,関 連 システ ム

あ るい は,情 報 の 処理 形 態 の あ らゆ る機 能 を適 用 して開発 され て い る よ うで あ

る。 しか し,こ の 分野 で の シス テ ム化 は,い ろ い ろな プ ロ ジ ェク トが 計 画,進

行 さ れ る あ ま り,新 規 プ ロジ ェク トと既 存の もの との重複 も,開 発 あ るいは,

運 営面 で多 々 お こ りか ね な いの が実 情 で あ る。 い つれ に して もニー ズの 高 さは

医療 分 野 と並 ん で 最 も重要 な 位 置 に あ り,大 気 汚 染,水 質汚 濁,廃 棄 物 処理,

海洋 汚 染,熱 公 害,気 象 対 策,土 地 利用 等 とお よそあ らゆ る学 術 的 な 分野 での

研究 成 果 を利 用 で き る分 野 で あ る とい え よ う。 また 情報 処 理 の形 態 も,モ ニ タ

リン グ ・シス テ ム,デ ー タバ ン ク ・シス テ ム,シ ミュ レー シ ョン ・シス テム,

コ ン トロー ル ・シス テ ム,ネ ッ トワー ク ・システ ムな どを含 み,総 合 的 な シ ス

テム を つ くるには,測 定,記 憶,検 索,計 算,制 御 とコ ン ピ ュー タの 機 能の す

べ てを駆 使 しなけ れば な らな い と ころ に 公害 ・環 境 分野 の シス テ ムの 広 範 囲性

が 理 解 され るの で あ る。

次 に あげ た シス テム の 実例 は そ の一 部 の シス テ ム 化 にす ぎな いが,こ れ らが

公 害 ・環 境 の総 合 的 な シス テム の ナ ブ ・シ ステ ム と して位 置づ け られ,情 報処

理技 術 を有 効 に活 用 で き る こ とが 期 待 され る もので あ る。

2.1大 気 汚 染 予 測制 御 シ ステ ム

(airpollutionMonitoringSystem:APMS)

1。 シス テム 概要

(1)シ ステ ム 開 発の 背 景,目 的,特 徴

現在,自 治体 で行 わ れ てい る大気 汚 染の 監 視 体制 は 硫 黄 酸化 物(SOx)'

の汚 染 濃 度 が 一 定 レベ ルの 制 限値 を 越 えた と き,そ の地 域 全 体 の発 生 源 の
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排 ガス 量 を,一 律 に規 制す る もの で あ る。 この 方 法を更 に一 歩 進 め て,

数 時 間先 の汚 染 濃 度 を予 測 し,予 測 した 濃度 が 一 定 レベ ルの 制 限 値 を越 え

ると推 定 され る場 合 には,た ち ぢ に汚 染地 点 に 寄与 してい る個 々の排 出源

だ け を,汚 染 の 寄 与率 に 応 じ て規 制 す るこ とに よ り,環 境 汚 染 が一 定 レベ

ル以下 の 状 態 で保 たれ る よ うに な る。 この よ うな システ ムの 実 現は,地 域

住 民に とって も,産 業 に と って も,環 境保 全の 対 策 と して 期 待 され,そ の

システ ムの 開 発が 望 まれ てい た。

これ に応 ず るAPMSは 次 の よ うな特徴 を もった 大気 汚 染 防 止 シス テ ム

で あ る。

① オ ンライ ン ・リア ル タ イ ム に よ り,SOxの 汚 染 を予 測 ・制 御す る シ

ス フーム

② 統 計 的 モデ ル と物 理 的 モデ ル の併 用 に よ り,科 学的 に3時 間 先汚 染濃

度 を 予測 で き る シス テ ム

③ 着 地 濃度 寄 与率 方 式 に よ る排 出 源規 制が 可 能 な システ ム

④ デ ィ スプ レ イに ょ り汚染 デー タ等 が 容 易 に把 握 で きる シ ス テム

⑤ 予測 演 算 処 理 に柔 軟 性の あ るシ ス テム

⑥ 各 工 業 地 帯 に 活 用で き る よ う,ソ フ トウエ アの 構成 に 汎 用化が 図 られ

た シス テ ム

⑦ 既設 の公 害監 視 施 設 の有 効 利 用が で き るシ ス テム

⑧ 機 能 確 保 のた め バ ッ クア ップ構 成 を持 つ信 頼 性 の高 い シス テ ム

② シス テム の 対象 範 囲,構 成 規模

① シ ス テム の 対象

こ の シス テ ムが 活 用 され る対 象地 域 と しては,各 地 の既 設又 は新 規 の

工 業 コ ンビ ナー トで あ る。

また,予 測 ・制御 す る対象 汚 染物 質はSOxを 中心 として い る。

② シ ステ ム構 成

APMSの 機 能 は 図1に 示 す よ うに,四 系統 か ら構 成 され,そ の機 器
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構 成 を 図2に 示 す。

aデ ー タ測 定系

工業 地 帯 にお け る企 業等 の 主要 排 出 源 の排 出ガ ス条 件 を測 定 す る排

出源 測 定 局及 びそ の 周辺地 域 の気 象,環 境 濃度 を測 定す る環 境 測定 局

が各 通 正数 設 け られ る。各 測 定 局 で は 汚 染 予測 に 必要 な環 境 濃 度 デー

タ,地 上気象 要 素 デー タ,鉛 直 気象 デー タ,大 気 汚 染 指 標,排 出源要

素等 の各 種 デー タを 連続 測定 し,常 時 テ レメー タ子 局 装 置 に入 力 され

てお り,ま た この 入 力 デー タは テ レメ ー タ親局 装 置 か ら10分 ごとの

ス キ ャニ ン グに ょ って デー タ収 集 され る。(表1参 照)

また,日 本 全 国の 気象 を網 羅 した 広 域 気象 デー タ及 び天 気 図 解析 情

報 は,気 象 庁,(財)日 本気 象 協会 か ら伝 送 され,デ ー タ収集 整 理 系へ.

入 力 さ れ る。

bデ ー タ収 集 整 理 系

テ レメー タ親 局 装 置 に よっ て テ レ メー タ リン グさ れた デー タは,ミ

ニ コ ン ピ ュー タに よっ て一 括 収集 さ れ る。 ミニ コ ン ピュー タでは,次

の よ うな 処 理 を行 う。

④

◎

◎

㊨

③

㊦

①

⑦

収 集 デ ー タの ア ドレス情 報 の 付 加

デー タ収 集 の時 間 管理

コー ド変 換,ス ケー ル変 換

伝 送 デー タの チ ェ ック

収集 デー タに よる時 報 の算 出

時 報の 出 力及 び フ ァイル

広 域気 象 デー タ,天 気 図 解 析情 報 の 収 録

毎 時,中 央 コン ピュー タへ の デー タ転 送及 び バ ックア ップ用 ジ ャ

ー ナ ル として の記録

c予 測 演 算 系

デー タ収 集 整 理系 か ら転送 され た 各 種 デー タを用 い て,中 央 コソ ピ
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ユー タに よ って オ ン ライ ン ・リアルタイム で一 連 の 予 測演 算処 理(参 照

図1)を 行 い,1～3時 間先 の汚 染予 測 値 を算 出 す る。 予測 結 果は カ

ラー グ ラ フィ ック デ ィス プ レ イに よ り既 時 の表 示 が で き る。 中央 コン

ピュー タで は次 の よ うな処 理 を行 う。

④

◎

◎

㊧

㊥

予測 サポー ト処理

各種 予測モデル にょる演算処理

現状デー タ及び予測 デー タ等 の図形処理

予測モデルの事 前処理

各種デー タの統計処理等の事後処理

d排 出源 制 御 系

汚 染 濃 度 の予 測 値 が 一定 の 制 限 値 を越 えた場 合 に は,デ ィ ス プ レイ

等 に よ り所 要 デー タの把 握 と併 行 し,着 地 濃度 寄 与 率方 式 に ょ り各 排

出源 の 排 ガ ス 削減 量 を算 出す る。 各 算 出結 果 を企 業 に通 報 し,通 報 を

受 け た 企 業 は,排 出 源 に対 し 削減 量 に相 応 した 適 性 な措 置 を 施す 。 規

制後 の 排 ガ ス量 が 減 少す る状 況 と環 境 濃 度が 制 限 値 以下 に な る状 況 は,

テ レメ ー タか らの 入 力 デー タに よ って 確め られ る。

(3)オ ペ レー シ ョンの概 要

シス テ ムの オ ペ レー シ ョン形 体 と しては2-(2)項 の シ ステ ム構 成 区 分 に

おけ るデー タ測 定 系 及 び デー タ収 集 整理 系は24時 間 の連 続 稼 動 をす る も

の であ り,予 測演 算 系 及 び排 出源 制 御系 は通 常昼 間 のみ に稼 動 され るが,

必要 に応 じ随時 夜間 も可能 で あ る。

予測 演 算 系 の運 用 で は 毎 朝等 の 演算 処 理 の ス ター トに は約30分 の 事 前

処 理が 伴 う。 この予 測演 算 は通 常1時 間 ご と に行い,演 算 処理 の 所要 時 間

は30分 以 内 であ って,予 測演 算 の 流れ を図4に 示す 。 もし も予 測演 算 に

よ る汚 染 予 測 値が 一 定 レ ベル以 下 を示 した 場 合 には規 制 シ ミュレー シ ョン

を行 い,汚 染 寄与 率 に ょ る削減 量 を定 め,企 業 に削減 量 を通 報 す る。 また

夕刻 等 の 予測 演 算 の 終 了 後 は 日報 の 統計 的 処理 等 の事 後 処 理 に約30分 要
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す る。

予測 演 算 系 シス テ ムの 運転 には オ ンラ イ ン処 理 とオ フラ イ ン処理 との区

分が あ り,次 の よ うにな ってい る。

① オ ンラ イ ン運 転

oリ ア ル タイ ム運 転 とシ ミュレー シ ョン運 転 の2モ ー ド別 に よ る運 転

oパ ラメ ー タ,固 定 デー タの 設 定

o測 定 デー タ及び 予 測 デー タの 収録

② オ フ ライ ン運 転

o予 測 演 算 前処 理

oデ ー タ フ ァイ ル メ ンテ ナ ン ス処理

oフ ァ イ ル デー タの統 計処 理

2.シ ス テム 開発

(1)シ ス テ ム 開発 企業 名

(財)機 械振 興 協会 新 機 械 シ ステ ム セ ンター

② 開 発 形 体

シス テ ム の 開 発体 制 と して,開 発 事 業 の 諮 問 機関 と して,学 識 者,行

倒 機 関 の職 員 か ら成 るAPMS開 発 委員 会(委 員長 科学 技術 会 議 議員

黒 川真武 氏)を 設 置 し,開 発基 本 計 画,年 度 別開 発 実施 計 画 な どを 審議

決 定 し,こ れ らの 計 画 に基 づ い て事 業 を 行 った。

この 開 発 計 画の 実 施 に当 って は(財)機 械 振 興 協会 新機 械 シス テ ム セ ン

ター に,多 分 野 の学 識 経験者 で組 織 した プ ロ ジ ェク トチー ム とし て,拡

散 研 究 グルー プ(リ ーダー お 茶 の水女 子 大 学 名 誉教授 坂 上 治 郎氏)を 設

け,シ ス テ ム開 発 の 技 術的検 討,指 導 を 行 い,ま た ソフ トウエ ア,ハ ー

ドウエ アの 各 分 野 の開 発 には 関 連企 業 の 協 力 を得 て推 進 した 。 拡散 研 究

グルー プ 内 には,開 発作 業 を 効果 的 に進 め るため に 開 発預域 ご と に,ワ

ー キ ン グ グル ー プ を 設け ,そ れ ぞれ業 務 を 分担 した。
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(3)開 発要 員数

シス テム の開 発 事項 と しては ハー ドウエ領 域 を少 く,ソ フ トウエ ア を主

体 とした。 ソフ トウエ ア 開発 にっ い て も① 基礎 デ ー タの 収集,整 理,解 析,

① シス テム デ ザ イ ン,各 種 パ ッチプ ログ ラ ムの作 成,⑩ ①,⑪ 項 の 結 果 を

組合 せ た オ ン ラ イ ン ソフ トウェ アの 開発,⑰ 実規 模 実験 デー タに よ る ソフ

トウエア の 修正,拡 張等 が あげ られ,更 に ハー ドウエ アの開 発,設 置,運

用 等 に及 ぶ。 したが っ て 全体 の 開 発所 要 人 員 の把 握 は 難 しいが,そ の 一 部

として⑪ 項 関 係 約140人 月,⑰ 項 関 係約30人 月 をそ れ ぞれ 要 した。

(4)開 発期 間

46～51年 度

a基 礎 デー タの 収集 整 理,シ ス テム 構 成 の要 素,モ デ ル等 の 開 発46

～48年 度

b実 規 模 の サ ブ シ ス テ ム,ト ー タル シ ステ ムの 設 計,プ ロ グ ラム の作 成

及 び ハー ドウエ アの 製 作,設 置49～50年 度 前 期

c実 規 模 に よ る トーク ル シス テ ムの 実 験(鹿 島地 区)シ ス テ ム機 能 の修

正,拡 張50年 度後 期～51年 度 前期

㈲ 開発 経 費

総額 約13億7千 万 円

aデ ー タの 収集,整 理 及 び野 外 実 験 経 費比 率30%

b予 測 モ デ ルの 開 発,ト ー タ ル シス テ ム の設 計 及 び プ ログ ラム作 成

2億7千 万 円 経 費比 率20%

c実 規模 ハー ドウエ ア の開 発,実 験 施 設 及び シス テ ムの 実験 運 用 経 費

比 率50%

(6)開 発 上の 問 題 点

① 石 油危 機 に と もな う実験機 器設 置 の 資材 環 境 の 悪化 及 び 既 設 計測 器 の

利 用措 置等 の事 情 に よ り,設 置 工事 が 遅 滞 し,そ れ に ょ り実験 開 始 に遅

れ を生 じた。
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② ① 項 と共 に,ソ フ トウエア にお け る諸 予 測手 法の 開 発 が 予定 以 上 の

時 間 を要 したた め,事 業 期 間 を5年 間 か ら6年 間 に延 長 変 更 した 。

③ 開発 シス テ ムの 主 要 機 能 の構 成 におい て,関 連分 野 の 集 約 化 に多 くの

技 術 的課 題が あ っ た。

④ シス テ ム の機 能 確 立 に っ いて の 実験 検 証 が 自然環 境 下 に係 るた め,想

定 され た 以 上の 課 題 を生 じた。

3.シ ステ ム運 営 者

(1)運 営機 関 名

各 自治体 又 は企 業 集 団 等

② 運 営体 制

〔1)項の 関 係機 関が 定 め る

(3}運 営要 員 の教 育

シス テム の納 入 者 に よっ て,シ ス テ ム運 営者 の 教育 を 行 う。

(4)事 故時 の処 理 体 制

システ ム運 営者 が 処理 体 制 を設 け ,事 故 処 理 に当 る。

(5}シ ス テ ムの利 用状 況

APMSは 実規 模 に よ る実 用化 の検証 を行 い,汚 染 予測 技 術が 確 立 した

の で,今 後各 地 の 工 業地 帯 で シス テ ムの 具体 化 が期 待 さ れ る。

(6)シ ス テ ムの 利 用 料 金

シ ステ ム運 用の 場 合,ソ フ トウエ アは 導 入 地域 に対 応 した 設 計 と と もに

ハー ドウエ ア につ い て も機 器等 の 既 設 ,新 設 等の 現状 に よ り種 々 の構 成 規

模 とな る 。 こ の た め,イ ニ シ ャ ル コ ス ト ・ラ ン ニ ン グ コ ス トは 多 様 で あ る 。

(7)シ ス テ ム 利 用 法

② 項 に 同 じ

4.そ の 他

(1)シ ス テ ム の 効 果
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① 工 業 地 帯 の 大気 中 のSOx濃 度 を 一 定以 下 に コ ン トロー ルで き る こ と

に ょ り,大 気 汚 染 の 未然 防 止が で き る。

② 汚 染 寄 与 率 に よ る排 出源 の規 制 に よ り,汚 染 に 関係 の 薄い排 出源 まで

規制 す る不公 平 が な くな る。

③APMSの ア ル ゴ リズ ムを ベー ス に コ ン ピ ュー タ会 社 等 に よ り,汚 染

防 止関 連 の 研 究 開 発へ の応 用 技術 とな る。

② 今 後 の シ ステ ム運 営 上の 問 題 点

①SOx汚 染 予 測 機能 の 向上 を図 るた め,シ ステ ム ・メンテ ナ ンス とし て

ソフ トウエ アの 改 訂等 を実 験 デー タ等 を もとに順 次 行 う。

⑫ シス テ ム運 営 の 効 率化 を検 討 し,省 力化,ラ ンニ ン グコス トの低 下 を

図 る。

③ シ ステ ムの 導 入 を 促 すた め,法 的 行 政 措 置を 検 討 す る。

表1測 定 局 デ タ 覧 表

測定項 目 測定 方法 備 考

環境濃度 SOx
NO,NO2

溶液導 電率 法
ザル ツマソ法

対象地区 内の観測

点

気象要素
(地 上)

風 向,風 速

気 温

工一 口ベー ン

白金 抵 抗 体

環境濃度測定地点
と同じ

鉛直気 象

要 素

風 向,風 速

大気 の 乱 れ

鉛 直気 温

雨量

ネ ッ トフ ラ ック メ

超 音 波

} 風 向風 速 計
サー ミス タ温 度 計

雨 量 計

ネ ッ トフ ラ ッ クス

メー タ

220mま で の3高 度

220mま での6高 度

排 出 源
要 素

NOx,SOx濃 度

排 ガ ス 濃度,速 度

燃料 流 量 等

赤外 線 法
ケ ミル ミ法

対象地区内の企業
各排 出源の測定項
目は排出源に より
異な る
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データ測定 系 データ収集 ・整理系 予測演算系 排出源制御系

「

.
、

ン'

1職 麟 測定 ＼
=

こ
メ

|

タ

伝

達

排

出制
「」源御

!r通 ・

報確
・認

=
ア

|

タ

収

集

時

報

作

成

汚
染
濃
度
予
測

/図 形 処 理 ～'

1気 象条 件測定 一
{

毎

10

分

　 一

毎
時
間

一

＼ 排出源規制'

1排出源条酬 定/

(測 定器群) (ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ) (中 央 コン ピュ ー タ) (排 出源)

♂

図1 APMS機 能 構 成 図

騒 騒}・ 測定

広域気象データ
天気図解析情報

入出力
タイフ'ライタ

詔

中央 コンピュータ

(予 測演算)

(通 報 ・制御 ・確認)

トー ーーーーーーーーー一 → トー ーー ーー ーーーーーーーー 一 －rト一 一ーー ー ーーーーー ーー 一 一 ー－H－

データ測定系 データ収集整理系 予 測演算 系 排出源制御系
4

図.2APMS・ 機 器 構 成 図
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2.2川 崎市 公害 監視セ ン ター

1.シ ス テ ム 名

(1)環 境 大気 汚 染 監視 シス テ ム

② 発生 源 自動 監 視 シ ス テム

㈲ 自動 車 排気 ガ ス監視 シス テ ム

(4)光 化 学 ス モ ソグー-es通 報 シス テ ム

⑤ 環 境 大 気 汚 染 状 況 タイ プ式 通 報 シス テ ム

2.シ ス テ ム概 要

(1)環 境 大気 汚 染 監 視 シス テ ム

基 準 測 定 点(観 測 局7局)に お い て 測 定 した大気 汚 染物 質 お よび これ

ら に関 係 の あ る気 象 デー タを 日本 電 信 電 話 公 社の 専用 線 で結 ば れ た 公 害

監 視 セ ン ター(中 央 監 視 局)に ア ナ ロ グ方式 の テ レメ ー タに よっ て常 時

伝 送 し,こ こで 集 中 監視 す る もので あ る。

伝 送 され て きた 各 種測 定デ ー タは,デ ー タ処 理装 置 に よ って 処 理 され

そ の結 果は グ ラ フィ ックパ ネ ル盤,デ ー タ表示 盤及 び市 役 所 前 の 電 光 表

示 盤 に それ ぞれ 表 示 さ れ る。

② 発 生 源 自動 監 視 シス テ ム

これ は,川 崎 市内 の 協定 工 場等 大 手42工 場 を対 象 に燃 料 流 量 計 や,

黄 硫 分析 計 な ど に よっ てそ のデー タか ら個 々 の工場 につ い て 亜 硫酸 ガ ス

総排 出量 を 常時 監 視 しよ うとす る シス テ ム であ る。

その 方 法 は,各 工 場 に設 置 した 重 油 流 量計 な どで測 定 され た デー タが

テ レ メー タ送 信 装 置 か ら公社 専 用 線 に ょ っ て15分 毎 に公 害 監視 セ ン タ

ー に伝 送 され る
。

こ のデ ー タか ら電 子 計 算機 に ょ り亜硫 酸 ガ ヌ総排 出量が 計算 され タイ

プ ラ イ タに 印 字記 録 され る。 また 同時 に,個 々の工場 毎 に 定 め られ た

亜 硫 酸 ガ ス排 出許 容 量 と実 際 の総 排 出量 を対 比 し,そ の結 果 を市 庁 舎 玄

間 ロ ビー に 設 置 され た発 生源 状 況 表 示 盤 に ラ ンプ表 示 す る。
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この他・ カ ラー デ ・スプ ・一 装 置 に よ り工 場 月‖や地 区 別 亜 硫酸 ガ ス排

出 量な どあ らか じめ きめ られ た パ ター ンの 表や 図 を計算 機 に よ って 処理

し テ レ ビ画 面 に表 示す る。 また 大気 汚 染 緊急 時 の 指令 は
,テ レメ_タ

と同 一 回線 を 利 用 し各 工場 に 一 斉 指 令受 信 装 置 を 置 き各 種 注 意報
,警 報

を一 斉 同時 通 報 す る。

このVス テ ム に よ り・ 川 崎市 内の 亜 硫 酸 ガ ス総 排 出量 の95%以 上が

常時 監視 され てい る こ とにな る。

(3)自 動 車排気 ガス 監視 シス テ ム

これ は,自 動 車走 行 量 の 多 い主 要 幹 線 道路 局辺 の 自動 車 排 出 ガス に ょ

る大気 汚 染状 況 をテ レメ ー タ に ょ り常 時 監視 す るシス テ ムで あ る
。

測 定局 の 設 置 につ い ては,幹 線 道路 局 辺 の 一 酸化 炭 素 に っ いて の 調 査

を行 な い,そ の 結 果 に も とづ き 自動 車走行 台数 が 多 く汚染状 況 が 悪 化 し

て い る と思 わ れ る交 差 点4ケ 所 及 び 市 庁 舎 前 を選定 し,こ こ に固 定測 定

局 を 設 置 した。 ここで は,CO,NO,NO,の3項 目に つ い て連 続 測

定 を行 ない そ の結 果 を公社 専 用 線 を 用い て アナ ログ テ レメ ー タに ょ り公

害監 視 セ ン ター に伝 送 し,オ ンラ イ ン シス テ ム で時 報,日 報 を タイ プ ラ

イ タ装 置 で記 録 す る とと も に月 報,統 計処 理 用 に紙 テー プ にせ ん 孔 され

る。

・ 匝]テ.メ メ

ユ †

讐
タおゆ

ム
石炭使用

各種燃料
重油の硫黄含有量
その他

データ処理用電子計算機 一斉指令装置

日本電信電話公社
専用回線
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図1発 生 源 亜硫 酸 ガ ス 自動 監 視 シス テ ム系 統図
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光化 学 ス モ ッ グ一 斉 通 報 シス テ ム

これ は,市 立 の 中学 校,高 等学 校等42校 に対 して既 設 の電話 を 利 用

し て光化 学 ス モ ッ グの情 報 を一 斉 通 報 す る シス テム で あ る。

そ の方 法 は,公 害 監 視 セ ンター に 設 置し て あ る5台 の テー プ デ ッ キ に

発 令情 報 を録 音 し 中央 処 理 装 置 に指令 を出す る各学 校 に 自動 的 に ダイ ヤ

リン グされ る。 受 信 者 が 電話 の 指 示 に従 い 回 線 を切 り換 え ると電 話 器 に設

置 され て い る一 斉通 報受 信 装 置 に よ り発 令 内容 が 音 声 お よび ラ ン プ点 灯

で表 示 され る。

一 斉通 報 受 信 の 確 認 は ,電 話 器か ら受信 装 置側 に切 換わ ることに より中

央 処 理 装 置 に信 号 が 入 り通 報確 認 が表 示 され る。

また,最 高3回 まで ルー プ させ て 呼 出 しを 行 ない,な お 未確 認の 学 校

につ い て は 通 報 不能 と して 学校 名,電 話 番 号 が タイ プ ラ イ ター に 印字 さ

され る。

J:二..完プ≒ ご≡ 一

浪='

図2自 動車排 出ガス固定測定点
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園i翻 ＼ナ七里 「縄 　 ←

図3光 化 学 スモ ッグ一 斉 通 報 装 置

(5)環 境大 気 汚 染 状 況 タイ プ式 通 報 シス テ ム

これ は,川 崎 市内 の大 気 汚 染緊 急 時 対 象 工場 等32工 場 に 対 し公 害監

視 セ ン ター で 収 集 した7基 準 測 定局 の 大 気汚 染 デー タ を1時 間 毎 に伝 送

し,そ の デー タ に よっ て企 業 側 に 自主 的 に規 制 させ る シ ステ ム であ る。

その 具 体 的 な 方 法は,. .7測 定 局 で測 定 さ れ た デー タ中,SO2,0x

Dust,NO,NO2,風 向,風 速 の7項 目につ い て1時 間毎 に公社 専

用 回線 に よ り伝 送 し,工 場 側 に設 置さ れ た タイ プ ラ イ タ装 置 に印 字記 録

す る もの で あ る。

また,必 要 に 応 じて公 害監 視 セ ン ター か らの メ ッセー ジを一 斉 に,あ

るい は工 場 別 に 紙 テー プ の受 け渡 しに よ って伝 送 す るこ とが で きる。

さ ら に,こ こで は,従 来 緊 急 時発 令 の 一 斉 通報 を マニ ュアル操 作 に よ

り行 な って い た もの を計 算 機 によ り自動 的 に 発令 す る大気 汚 染緊 急 時 自

動 発令 シス テム を 兼 ね そ な え てい る。

これ は,こ の伝 送項 目の 中,SO2が 高 濃 度 とな り緊 急 時発 令基 準 に

至 った 場 合,自 動 的 に 計算 機 が 判 断 し緊 急 時 対 象工場 に設 置 し て あ る一

斉通 報 装 置 に指 令 を 出 し,ブ ザー及 び ラ ンプ 表示 をす る とと もに タイ プ

ライ タ装 置 に発 令 時間 及 び 内 容が 印字 記録 され る もの で あ る。
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図4環 境大 気 汚 染状 況 タイ プ式 通報 装 置

3.シ ステ ム 開発

システム開発企業名 川崎市,富 士 通

{1}開 発 要 員 数 川 崎 市 側 担 当職 員16名

② 開 発 期 間 及 び 開 発 経 費

① 環 境 大 気 汚 染 監 視 シ ス テ ム

145,168千 円46.10～47.6

② 発 生 源 自 動 監 視 シ ス テ ム

332,000千 円46.12～47.8

③ 自 動 車 排 気 ガ ス 監 視 シ ス テ ム

77,300千 円47.12～48.5

④ 光 化 学 ス モ ング ー 斉 通 報 シ ス テ ム

23,417千 円48.6～49.3

"

⑤ 環 境 大 気 汚 染 状 況 タ イ プ 式 通 報 シ ス テ ム

42,700千 円50.2～50.3

4.シ ス テ ム 運 営

(1)運 営 機 関 名 川 崎 市

② 運 営 体 制

一63一



公 害 監 視 セ ン タ ー

管 理 係

名技術1名)

測 定 係

(技 術8名)

1

2

3

4

5

6

7

センターの庶務

大気汚染測定データの統計及び解析

大気汚染測定データの管理

大気汚染状況の常時監視

大気汚染測定所の維持管理

ばい煙発生施設のイオウ酸化物の常時監視

大気汚染測定車に関すること

(3)運 営要 員の 教 育

シス テ ム般 入 時 の 基礎 教 育

(4)事 故時 の 処理 体 制

年 間 保 守 契約 に 含 まれ る

(5)シ ス テ ム利 用 料 金

電話 回線 料9,000千 円/年

保 守 契 約料10,230千 円/年

5.今 後 の シス テ ム運 営 につい て

川崎 市 で は,市 条 例 に よ り昭 和53年 よ り窒 素酸 化 物 に係 る総 量 規 制が

施 行 され る。

この 規 制 値 を遵 守 させ るた め市 内 のNOx固 定 発生 源 の 実 態 を監 視 す る

こ とが 急務 とな っ て きた。 そ こで 市 条 例 対 象工場 の うち大 手 のOx緊 急時

対 象工 場 にっ い てNOx排 出 量 自動 監 視 シス テ ム を考 慮 して い る。

この シス テム導 入 を機 会 に上位 コン ピュー タに よ り前 記5つ の シ ステ ム

を統一 制御 させ 一貫 した シ ステ ム運 営 を はか って い きた い。
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2.3東 京 都 地 域 環 境 デ ータバ ンク

1.シ ステ ム名

東京 都:地域 環 境 デー タ ーパ ン ク

開 発 した ソ フ ト ウェアはODlTAS-T(OpenDemandInforma

-tionSystemforTacticsAndStrategy-Tokyo)と 呼 ば れ る も

の であ る。

2.シ ステ ム の概 要

(1)シ ス デ ム開発 の 背景

経 済,社 会,文 化 の 高度化 と複 雑化 に ともな つて,情 報 需 要 が格 段 に

増 加 し,そ の 内 容が 多彩 にな つ て きてい る今 日,地 方 公共 団 体に お い て

も,行 政 の多様 化,合 理化 の す う勢 に十 分 対 処す るた めの 情 報 管 理 シス

テ ムを 作 り上 げ る こ とが 求 め られ て い る。 す なわち,大 都 市 にお け る 住

民の地 域 的,階 層 的,集 団的な 分 化 の多様 化 に対処 す るこ と,つ ま り,

「行政施 策 の 多様 化 」 の要 請 で あ り,対 象の 「個 別化」 に ともな うきめ

の 細か さの 要請 で あ る。 また,大 都 市 は,多 様 化 と と もに,急 激 な 変 化

(経 済,社 会現 象の 変 化,地 域 構 造 の物 的 状況の 変化,住 民 価 値意 識 の

変 化等 の)を 特質 とす る 社 会 であ る。 この変化 に的 確 かつ 敏速 に対 応 し

て行 くこ とが 要 請 され て い る。

一方
,地 方 行政 体 にお け る コ ン ピ ュー タ利 用 も,単 純 大量 業 務の コン

ピ ュー タの 相 互利 用 を促 進 し,行 政の 計 画 化へ役 立 っ 情報 シス テ ムの 確

立へ 向 か いつ つ あ る。

これ ら の情報 は,コ ン ピュー タ利 用 が高 度 化 して い くにつ れ て,各 局 相

互 間の か か わ りが 生 じ,全 庁的 な コン ピュー タ利 用 の あ り方の 検 討を 促

す もの で あ り,従 来 か らの 「機 械化 」 の視 点で コン ピュー タ利用 の 推 進

を とらえ るの では,い さ さか 不 十 分 で あ る ことを意 味 して い る。 都 に お

け る コ ン ピュー タ利 用を,よ り高 度 化 し,総 合 利用 シ ス テ ムの段階 へ と

進 め るため には,都 の情 報 管 理 シ ステ ム にお い て コン ピュー タが どの よ
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うな 位置 を 占め るか,ま た,情 報 シ ステ ムの 目標 にどの 程度 貢献 す るか

を 明 らか にす る 必要 が あ る。

以 上 述べ た よ うな現 状 を ふ まえ,東 京都 では 「情報 政策 の 確 立を めざ し

なが ら,情 報 の公 開 と結 びつ き,そ れ を支 え る こ とが で きる よ うな情 報

シ ス テ ムを つ く りあげ る こ と」 が きわ め て重 要か つ 緊急 の課題 で あ ると

の認 識に立 って,都 政 に と って 有効 な 情報 シス テムの 目標 区,① 予 測 ・

計 画 行政 の確 立 ② 都 民の 立場 に た つた きめ 細 か な行 政 サ ー ビス の提 供

③ 縦 割 り行政 を補 完 し,効 率 的 な 行 政を 達 成す る等 に お き検 討 を加 える

こ とにな つた。

検 討 の 経 過 は,後 に 詳述 す る とお りで あ るが,そ の結果,東 京 都 デ ー

タバ ンク構 想 の一 環 と して,デ ー タバ ンクの パ イ ロ ッ ト・ シス テ ムを作

成 し,実 演 及び そ の 評 価 を参 考 と して,よ り充実 した デ ータ バン クの構

築 をめ ざ す こ とに な つた。 ここに 紹介 す るのは,将 来 の デ ー タバ ン クの

母体 と もいえ る パ イロ ッ ト ・システ ム,す な わ ち 「地 域環 境 デ ー タバ ン

ク実験 シ ス テム」 で あ る。

(2)シ ス テ ム開発 の 目的

地 域環 境 デ ータ バ ン ク実験 シス テ ムの 開 発の 目的は,行 政担 当 者 に対

し,地 域 環 境 情報 を具体 的 に提 供 す る こ とに よ つて,デ ータ バ ンク の認

識 を高め ると と もに,こ の シス テ ムが行 政 計 画 面へ どの程 度 適 用可能 で

あ るか をみ きわ め る こ とに あ る。 す なわ ち,① デ ータの提 供 と シ ステ ム

の利 用 を通 じて 触発 され るエ ン ドユ ーザ の ニ ー ズ(情 報の 範 囲,デ ー タ

の 時系 列,地 域 区 分及び 解 析手 法等)の 把握,② シス テ ムの操 作 性 を含

め た 情報 提供 シ ス テ ムの基 本機 能の 評 価 を行 う ことに よ り,シ ス テ ム改

善,拡 大 の 基礎 資 料を 得 るため の実 演 を行 うこ とに よ り目的 を達 成 す る

こ とに し た。

③ シ ス テ ムの 特 徴

① 「業 務 情報 シ ステ ム」 が 統 合 化さ れた もの で ない 「計 画 情報 システ
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ム」

本 シス テ ムの 特 徴は,行 政体 の 目的 か らみ て 「業務 情報 シス テ ム」

と 「計 画 情報 シ ス テ ム」 とは 別の もので あ る とい う発想 か ら きてい る。

まず,一 般 的考 え 方 として,業 務 情報 シス テ ムを統 合化 す る こ とに よ

って総 合 的 情報 シ ステ ムを 作 るとい う考え 方 が あ るが,東 京 都 で は,

両 シス テ ムの特 性 比較 を行 った 上,こ の方 法 を と らない こ とに した 。

とい うの も,業 務 情報 と計 画情報 とでは,次 表にみ られ る よ うに,情

報 源,デ ー タの特 性,処 理 の特性 に 相違 が あ るか らで あ る。

情 報 源 デ ータ の特性 処理の 特性

業 務 情 報

内部に依 存

収集は比較的容

易

個 別 的

最 新 性

迅 速 性

厳 密 性

定 型 性

反 覆 性

大 量 処理

計 画 情 報

外部に依存

収集は比較的困

難

網 羅 性

時 系 列性

均 質 性

確 率 論的

非 定 型的

多 様 性

多種少量処理

次 に,業 務 情報 シス テ ムの システ ム設計 は,通 常,ア ウ トプ ッ トを

明 解に 規 定 し,そ の ア ウ トプ ッ トを効 率 よ く作 成 す るた め すべ ての 機

能 が 定 め られ る。 一方 計画 情報 シス テ ムは,も とも とデ ー タの 多 目的

利 用を 目的 とす る ため ア ウ トプ ッ トを規 定 する こ とが で きな い 性 格 を

もつて い る。 これ は,い かに して 多 目的 利 用を幅 広 く可 能にす るか と

い う問題 であ り,イ ンプ ットを中心 とす る システ ムで あ る と言 える。 し

た が つて,こ の シ ステ ムは,エ ン ドユ ーザ か らの評 価 が 特 に重要な 問

題 とな るが,そ の た め に パイ ロ ・ ト・シ ス テ ム作 りは 欠 か せ ない 要件

とな つてい る。

② エ ン ドユ ー ザに ょ る直接 利 用

「計 画 情報 システ ム」 は,利 用者 が,必 要 なとき に,必 要 な情報 を,
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必要 な形(加 工 ・条件 検 索 を含 む)で 得 られ る こ とを 目的 と して 設計 さ

れ るため,コ ン ピュー タ経 験 の な いエ ン ドユ ーザ が簡 単 に使 用 で き る よ

う配 慮 して い る。(詳 細 は,(6)シ ス テム の利 用の項 参照)

③ ソフ トウエア の設 計思 想

東京 都 地 域 環 境 デ ータ バ ンク で使 用して い る ソ フ トウエアにつ いて,

そ の 全 てを 記述 す る こ とは 無理 なの で,そ の 中心 とな った 設 計 思 想 とデ

ータ処理 にっ い て 簡 単 に 紹 介す る。

a設 計 条 件

行 政 デ ータの 特殊 性は,あ らゆ る 分野 にまた が り膨 大 な量 が あ る こ

ともさ ることな が ら,利 用体 系 め 多様 化 に よる全 体 系把 握 の 困難 性 及

び類 似 デ ー タ も多 くデ ータ 定義 が厳 密 でな い と利 用 で きな い とい う性

質 に あ る。 したが つて,設 計に あ た つて は,利 用 に おけ るデ ー タ識別

の 困 難性 を前 提 と した シ ステ ム利 用 を考 える こ とに した。

また,ハ ー ドウ エアに つ い ては,シ ス テムの常 時利 用を考 え,で き

るだ け メモ リを 小 さ く押 え る ため131KBに 限定 し,中 規 模 コン ピュ

ー タで も実現 可 能 な シス テ ム とした 。

bデ ー タベ ース 適 用上 の問 題 点

設 計 条 件に 示 した 行 政 デ ータの特 殊性 は,シ ス テ ム に対 し,次 の 点

の解 決 を要 求 して い る。

⑤ 目的デ ー タへ の 到 達 困難性

i目 的 デ ー タへ の 到達 を容 易 にす る工夫 を す る こ と。

ii到 達 した デ ー タが,要 求 した デ ー タ と同 一 の もの で あ る こ との

保 証 を,補 足的 注 訳 に よ つて行 う こと。

⑮ 利 用方 法 の特 定 の 困難 性

i共 通 に 使 用 され る デ ー タの相 互関 連 は,利 用方 法 か ら決 め られ

ない 。

iiデ ー タは 庁 内各 局 の 誰れ もが 利 用 で きる よ うに して お く こと。
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c問 題 点 へ の対 応 、

行 政 デー タに は,種 々の 問題点 が 存 在 す るとはい え,現 実 には 多

くの 行 政 担 当者は,自 分 に 必要 な デ ー タを探 し 出し,加 工 し,組 み

合 わせ て 利 用 してい る 。 それ とい うの も,そ こには,行 政 担 当者 間

に 求め るデ ー タにっ い て何 らか の 共 通 認 識要素 が 存在 す るか らで あ

る。 そ の共 通認 識 要 素 は,例 えば,法 的条 件 で あ ると か,各 地 方 公

共 団体 にお け る行政 施 策 体系 であ る とか とい う もの で,ど こに 必要

な デー タがあ るかを 見 い 出す ため の 手 がか りとな る もの で あ り,誰

れ に で も共 通 に 用い る ことの で き る もの(「 共 通 デ ー タ構造 」 と呼

ん でい る)で あ る。 一 方,行 政担 当 者 は,自 分 自身 に必 要 な デ ー タ

構 造 を もっ,例 えば,建 設 局 専 用構 造 とか 各計 画単 位構 造 とか い う

もの(「 目的 別 デ ータ構 造 」 と呼 ぶ)で あ る。 こ れ の デ ータ構 造 を

比較 す る と,共 通 デ ー タ構 造 は,誰 れ にで も利 用で き るが,専 用性

は低 い 特色 を もち,目 的別 デー タ構造 は,専 用 性が 高 く利 用 しや す

い が,シ ス テ ム作成 の 時 点で その 構造 の 全体 を明 らか に し なけ れ ぽ

な らな い特 色 を もつ.そ こで この シ ス テ ムでは,こ の 両者 の構 造を

同 時 に利 用で き るよ うに し,不 特 定利 用に 耐え ら れ る よ うに した 。

要は,利 用 者 が,共 通 認 識 で きるデ ー タを 自らの 利用 に 合 わせ て組

み 合せ が で き る シス テ ム とす る こ とであ る。

以 上の よ うな 利 用上 の 要請 か ら,フ ァ イル上 の デ ー タ構 造は,シ

ステ ム におけ る利 用 手続 の簡素 化 及ぴ あ らゆ る デ ータ に平 等 に 対 処

す るた め,で きる限 り シ ン プル な形 に してお く こ とに した 。

さ ら に,行 政 デ ー タの 厳 密性の 担 保 の 問 題 につ い ては,出 典 名,

発 行 部 署名 のみ を シス テ ムで カ バー し,そ れ以 外の 詳細 な注 訳は,

デ ー タ索 引認 で 補完す る こ とに した。

dシ ス テ ムに お け るデ ー タ処理

デ ータ処 理 の 基本的 な 考 え方 は,図 一1で も明 らか な とお り,デ
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一 夕構 造 部 と補足 的注 訳 を 分 離 して と り扱 う ことにした こ とで あ る。

これに より,重 複 のな い デ ー タに対 し,あ らゆ る角 度か らの 構造

検索 を 可能 とし,デ ー タ構 造 の 追加 ・変更 を容 易 に し,膨 大 な デー

タの 遂 次追 加蓄 積 に耐 え得 る も の とした 。

(4)シ ス テムの 対 象範 囲

① 使用 で き るデ ー タ項 目 ・

年 ・地域(都 道 府 県,区 市 町 村,町 丁 目の各 レベ ル,メ ッシ ュ及び

そ の他 地域 区 分のす べ てを 含む)単 位 に集 約 され て い る デ ー タで あ っ

て,数 値 型 項 目(1～15桁 符号 つ き,小 数 点以下3桁 固定 小数 点)

データ 名称 は,10桁 以 内 の 英数 カナ文 字 であ り,そ の 単位 名 称 は

8桁 以 内 の英 数 カナ文 字が 使 用で き る。

② デ ー タ構 造

デ ー タ構 造は,図 一2の と お り,5段 階,木 構造 で あ り,デ ー タ値

の利 用 は,細 目1,H,mの3段 階 につ い て 行 え る よ うにな つて い る。

③ 蓄 積 さ れ て い るデ ー タ

地域 環 境 デ ー タバ ン クには,地 域 環 境 に関す る デー タ約6千 項 目,

70万 件 が 蓄積 さ れて い る。 そ の 主 要な ものは,図 一3の とお りで あ

る。

⑤ シス テ ムの構 成 規 模

① ハ]ド ウエ ア

ハ ー ドウエ アは ,総 務局 電子 計 算 課のHITAC8350を 通常 業 務

と並 行 しな が ら利 用 してい るが,本 シ ステ ム稼動 に必 要な もの を 取 り

出せ ば,次 の とお りであ る。

aCPU】31KB

b磁 気 デ ィ スク70シ リン ダ(1パ ック400シ リンダ100

MB)

cカ ー ド リー ダ1台
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dラ イ ン ・ プ リ ン タ]台

eビ デ オ ・ デ ー タ ・ ター ミナ ル1台

これ らの ハ ー ド ウ エ ア の うち,ビ デ オ ・デ ー タ ・タ ー ミナ ル に つ い

て は,常 時 利 用 を 可 能 と す る た め 機 械 室 と は 分 離 し,電 子 計 算 課 事 務

室 内 に端 末 室 を 設 け て い る 。

② ソ フ ト ウ エ ア

a即 時 処 理ASSEMBLER21Kス テ ッ プ

b非 即 時 処 理ASSEMBLER]3Kス テ ッ プ

・ デ ー 稽 積,更 新68§8ごBLER17Kス テ ・プ

(6)シ ス テ ムの 利 用

本 シ ス テムの 利 用には,利 用者 自身の 端 末操 作 に よる 即時 利 用 と資料

作成 依 頼 書 作 成,提 出に よる非 即時利 用 とがあ る(図 一4参 照)。 そ れ

ぞれ に おけ る利 用 の特 色は,即 時利 用 にお い ては,蓄 積 デ ータ の容 易な

検 査,加 工,編 集 を通 して,行 政 に必要 な 基礎 資料 の 作成 が 中心 であ り,

そ の利 用過 程 は,試 行 錯誤 を 可 能に し,幅 広 いデ ー タ利 用に 耐 えられ る

よ うに し てい る。 一 方,非 即 時 利用は,即 時 利 用の 機 能 の他,現 在蓄 積

され ては いない デ ー タや 各 局 独 自のデ ータを蓄 積 デ ー タ と合 わせ て利 用

で き る 「利用 者 付 加 デ ータ処 理」や,大 容量のCPUを 必 要 とす る高 度

分 析 処 理の た めの 「デ ー タのMT出 力」 等 の別 機能 を もた せ て い る。 ま

た,緊 急 を要 しな い 大量 の 資料作 成等,一 括処理 の形 で対 応 で きる もの

に 適 して い る。

3.シ ステ ムの 開発

(1)シ ステ ム 開発 の 経 過

①'「 情報 管理 シ ス テム研 究 会 」(昭 和46年 度 ～47年 度)

東 京都 企 画調 整 局(現 在 は 政 策 室)は,「 情報政 策 の 確立 をめ ざ し

なが ら,情 報 公 開の 原 則 と結 びつ き,そ れ を支 え るこ とが で き る よ う

な 情報 管理 シス テ ムをつ く り上 げる こと」 こそ 都 政 に と つて きわ めて
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重 要か っ 緊 急 課題 の認 識 の も とに,情 報 管 理 の観 点 か ら行 政 の あ り方

をそ の 全活 動 側面 にわ た つて 洗い直 す と と もに,コ ン ピ ュー タ ・ テク

ノ ロ ジーの導 入 を も含 め て,情 報 管理 の技 術 的条件 を 広 く検 討す るた

め に 「情報 管 理 シス テム研 究 会」 を も うけ,基 礎 的 研 究を お こな った。

そ の成 果は,「 東 京 都 にお け る情報 管 理 の現状 と課 題 」 とい う報 告

書 に まとめ られ て い るが,そ の 大要 は 次の とお りで あ る。

1都 政 と情 報

ll文 書資料 の 管 理

皿 統 計 デ ー タの 管理

m「 中期計 画」 と情 報 管理

V「 都民 サー ビス」 と情報 管理

M「 生 活環 境 」 と情 報 管 理

V皿 「都 市構 造」 と 情報 管理

珊 広 聴,広 報 シ ス テム と情 報の 公 開

Xlコ ン ピュ ータの 利 用

お わ りに 一～ 情 報管 理 の 革 新を め ざ して

② 「デ ータ バ ン ク研 究会」(昭 和48年 度 ～)

昭和48年 度 に 企 画調 整 局(現 在は 政 策室)に デ ー タバ ン ク担 当を

設け,行 政 体 にお け るデ ータ バ ンクの研 究 に着 手 した 。 初 年度 には,

「国 内 及び諸 外 国 におけ るデ ータ バンク の現 状 と問 題 点」 を把握 す る

ため,各 行 政 機関 におけ る デ ータ バ ンク 開 発 の実 態 を 調査 票,面 接 イ

ン タ ビ ュー調 査 に よ り現 状 及び 問 題 を 明確 に する と ともに,全 庁的 に

横 断 的 な業務 に携 わ ってい る 広報室,都 民 室,総 務局,財 務 局 お よび

企 画調 整局 の関 係部 長 を構 成 メ ンバ ー とす る 「デー タバ ン ク研 究 会」

にお い て,aデ ー タバ ンクの 現状 と問 題 点 の把 握。bデ ー タ バン クの

概 念 。c都 の デ ー タバ ン ク整 備 の 必 要性 とそ のあ り方 等 につ い て 調査

研究 を行 った。

一72一



昭和49年 度 には,以 上 の よ うな 調査 結 果 をふ ま え 「東 京都 に お け

るデ ー タバ ンクの あ り方」 を 検 討す る ことに な つ た。 そ の ため庁 内各

局 に対 し,情 報 ニー ス調 査 を実 施 して,情 報需 要特 性 を分 析 し,情 報

の体 系 化 を 図 って,デ ータバ ンクに対 す る ニーズ と合わ せ て,デ ー タ

バ ンクの フ レー ム,デ ータバ ン クの 構成 お よび管 理 形 態 を考 察 して,

デー タ バ ンク の全 体 像の 中に おけ る計 画 情報(数 値)デ ー タバ ンクの

位 置 づけ を 図 った 。 さ らに,デ ー タ バ ンク の開発 方 向 と して,当 初 か

らの 大 規 模 な投 資を さけ,実 験的 な デー タ バ ン ク開 発,す な わち パ イ

ロ ッ ト・シ ステ ム方 式を 提 案 した。

③ 「東 京 都 の 情 報管 理 システ ム と コン ピ ュー タ活 用 の 関係 に つ い て の

研 究 会」(昭 和48年 度 ～)

「デ ー タバ ンク研 究会」 とは 別 に,総 務 局総 務部 電子 計 算課 を 中心 と

す る 「東 京 都の 情 報 管理 シス テ ムと コ ン ピュータ 活用 の 関係 に つ い て

の 研究 会」 は,,「 都 行政 の計 画,管 理 面へ の コン ピュー タ活 用」 を

目標 と して,「 行政 にお け る情報 管 理 に お いて コ ン ピュ ータは,い か

な る 役 割を 担 えるの か,ま た その 限 界は 何 か 」 を 課題 と した検 討 を

行 ってい た 。

昭 和48年 度は,行 政 にお け る 情報 管 理 シス テ ムの一 般的 考察 とし

て

1コ ン ピュー タに ょる情 報 シス テムの 概 念

皿 情 報 ン ステ ムへ の ア プ ロー チ

m情 報 シ ス テム 開発への ス テ ップ

等 の検 討 が行 わ れ た。

これ らの 結果,情 報 シ ス テム の 開発 には,a行 政 業 務 機械化 では 経

験で き な か った 点,あ るい は 未解 決 の 問題が 非 常 に 多 くある こ と,b

情 報 シ ステ ムの全 体構 想 の 実現 には 多大 の 資源(人 力,物,時 間)が

必 要 にな るこ と等 の理 由 に よ り,「 パ イ ロ ット ・モデ ル」 に よ る開 発
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を行 うこ と とした。

「都行 政 の計 画 ・管 理 面へ の コン ピュー タ活 用」 のた め の パ イロッ

ト・モデ ル構 築 に あた り,昭 和49年 度 には,現 実 の 都 市 計 画 策定過

程 にお け る 情報 及 び そ の 流 れ 分析 ・整理 し,情 報 シス テ ム と して 把握

しなおす こ とに した。 パ イ ロ ッ ト ・モ デルの 基 本 とな る 都市 計 画そ の

ものの 構成が,基 礎 資料,現 状 分 析 編,計 画案 に分 け られ 分 析 しや す

い形 態を持 ち,他 の 分野へ の 発展性,都 政 へ の貢 献 度 等を 考 え合わ せ,

東 京 都首 都整 備 局(現 在は,都 市 計 画 局)に ょ る 「多 摩 近 郊地 域 基本

計 画」 を 選び,使 用 され てい る全 デー タの,情 報 源→ 基礎 資料→ 現 状

分析編 → 計 画案に 至 る流 れ,加 工 方式,表 現 方式等 を 明解 に した 。 こ

れ らの過程 を 通 して,コ ン ピュ ータ活 用の可 能領 域,限 界 及 び将来 性

を考 察 し,そ の 成果 を,現 実 的 シ ステ ム であ つて,し か も将 来 の シス

テ ム拡 大 の母 体 とな るパ イ ロ ッ ト ○モデ ルの検 討 を行い,こ の ソ フ ト

ウエアをODITAS-Tと 名 づ け た。

④ 東京 都地 域 環 境 デー タバ ン クの 開 発

これ まで述 べ た よ うな,情 報シ ス テ ムに 関す る基 礎 的調 査,研 究は,

昭和50年 度 に一 体 とな つて デ ータ バ ンク の パ イロ ッ ト ・シ ス テ ムの

開発,作 成 に 向 か うこ とに な つた 。

企 画調 査局 は,「 東 京 都 に おけ るデ ー タバ ン クの あ り方」 に より打

ち 出 され た パ イ ロッ ト ・シス テ ムの候 補,「 市街地 整 備 に 関 す る もの」

「商工 業 に関す る もの 」,「 公 害に 関す る もの」 の3つ の うち,最 も

多種 類 のデ ー タが あ り,各 局 の ニー が 高い もの と して 「市 街 地 整備

に 関す る もの」 を 選び,「 地 域 環 境デー タ バ ンク実験 シス テ ム を構築

す る ことに した 。

具体 的な 開 発 に あた つては,企 画 調整局 が デ ー タ利 用の 面か ら,収

集 す べ きデ ー タの範 囲,内 容等 の検 討 を行 い,総 務 局 電子 計 算課 が,

ODITAS-Tの ソ フ トウエ アの開 発 を 行な うとの 機 能 分担 を 明 確に

一74一



し,相 互 に 連携 して研 究を重ね てい った。'・

昭和51年6月 には,,こ の 地域 環境 デ ータ バン ク実 験 シス テ ムは完

成 し,庁 内各 局 職 員 を 対 象 と した実 演が 開 始され,既 に約750名 程

度 の 人 々に実 際 に利 用 して も らい,ア ン ケ ー ト,意 見 聴取 等 の形 で 今

後 の東 京都 に おけ るデ ー タバ ンクの 開発方 向や 長 期 展 望 に つ い て の意

見を 求 め て い る。 これ らの 人 々 の評価 は,今 後 の 研 究 開発 に十 分生 か

され る こ とに な ろ う。

4.シ ス テム運 営 へ の検 討課 題

ω デー タ管理 の適 正化

膨大 な 情報 の 中で,ど の デ ータを 収 集すべ きか を決 定 す るのは 大 変 な

問題 で あ る。一 度 に大 量 の デ ー タを収 集 した と して も,多 種,多 様 な需

要 に対 し十 分 に応 える の は 不 可能 に近い。 とす れば,シ ス テムの 有 効 な

利 用を 促進 して 行 く上 での デ ー タ蓄 積 の プ ライオ リテ ィー の 検討 が な さ

れ なけ れ ば な らない 。

一 方 ,利 用 者側 か らみ ると,「 新 しい デ ー タ需要 にす ぐ応 じて ほ しい」

とい う要請 が あ る。 デ ー タの蓄 積 順 位 と一 見矛盾す る これ らの要 請 にっ

い ても,現 在 用意 され てい る非即 時 処 理に お け る 「利 用者付 加 デー タ処

理 」 の よ うな シス テ ム的対応が な さ れ る必要 があ ろ う。

また,シ ス テ ム運 営 の要 であ る デー タの メ ンテ ナ ンス は,蓄 積 処理 も

さる こ とな が ら,索 引諸 等 の ドキ ュ メン ト管理 の 整備 が 急 務 で あ ろ う。

② シス テム機能 の 発展,充 実

シ ステ ムの 基 本機 能は,蓄 積 され た データ を検 索,加 工,編 集 等 の機

能 を通 して,行 政 計 画 過 程にお け る現 状認 識,行 政 課題 の設 定,計 画立

案 に必 要 な 基礎 資 料を 提 供 す る こ とを 目的 と して い るが,そ の 機能 水準

は きわ め て一 般 的な もの であ り,様 々 な利 用 を通 して よ り一 層発 展,充

実 され な けれ ばな らな い。

先 に も述べ た よ うに,本 シ ステ ムは,イ ン プ ッ ト中心 に 設計 され た も
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の であ り',エ ン ドユ ーザか らの 評 価が シ ステ ム の完 成 に とつて 不可 欠の

もの であ る こ とは い うまで もない。 情報 シ ズ テ ムに 寄せ られ る疑 問 の代

表 的 な もの は,「 行 政へ の効 果 が よ くわ か らない 」 とい う もの で あ るが,

こ の ことは,具 体 的な利 用 こそ 重要な 問題 で あ る こ とを 示 唆 してい る。

不 特定 多数 の人 々の利 用を 前提 と した情 報 シ ス テムは,様 々な利 用を く

ぐ り抜 け て初 め て評 価が 行 わ れ るべ きであ り,そ の た め には,「 どの よ

うに して 多 くの 人 々に 利用 して もら うか 」 が 問題 とな って くる。 一 般的

な 実演 に み られ る理 解は,あ くまで シス テ ムの 概 要 を 解 らせ る ものであ

り,行 政 効果 の よ うな高 度 な 評 価は,現 実 の個 々 の行 政 計 画に適 用 し,

息 の 長い フォ ロー を通 して 行わ れ るべ き であろ う。

シ ステ ム機 能 の発 展,充 実 は,行 政計 画 の 科学 化,効 率 化 に 資す るも

の であ る と して も,シ ス テ ム独 自に行 わ れ る もの で は な く,計 画 その も

の の科 学化,効 率化 努 力が反 映 され る もの で あ る。 例 えば,数 多 くあ る

統 計 解 析 手法 や 予測 モ デ ル も コン ピ ュー タ利 用 の ため の プ ・グ ラムは既

に 準備 さ れ てい る ものが 多 く,こ れ らの利 用の 問 題 は,利 用の 前 提条 件

であ る デ ー タの決 定 や パ ラメー タの数 を ど うす るか で あ り,ま た,そ の

出 力結 果 を ど う読 むか に かか って い る。

要 す るに,情 報 シス テ ムに 求 め られ る機能 は,行 政 計画 の 内容 充 実 に

と もない 変 化 して 行 くもので あ り,利 用者 の 具体 的 要 望 に よ つて決め ら

れ て 行 く もの であ る。

本 シ ス テ ムは,こ れ らの 要望 を ス ムーズ に受 け いれ られ る よ うに イ ン

タ フ ェース を 用意 して い る(「 分析手 法」 登 録 制 度)が,そ の具 体 的な

内 容 充実 は,こ れ か らの 利 用 にか か つて い る。

③ 運 営 組織 の 問題

地 方 公 共団 体は,・ 全 体が 情報 処理 な らび にその 管理 組 織 とい え る。 し

た が つて,情 報管 理 の 円滑 な運 用が,組 織が 課題 解 決 に有効 に働 き新 し

い 課 題 を明 確 に し てい くの に,欠 くこ との で き な いもの とな つ てい る。
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o 目的データの識別が困歎 行政データを対 象として・利用方式が特定できない計『過程に

必要な判断 資料を提供 する。

利用方 法が 特 定 で きない

問 題 点 デー タ 構造 が定 ま らな い

思

考

過

程

▽

補足的注釈がいる

⊂⊃

巳ジ

行政データの共通認識要索に着目 不特定利用に耐えられるようにする 文字でないと理解できない

共通に利用できるデータ構造作成可能 禾lj用者目身こよるデータの齢 せを簡単にする

利用者専用の構造ではない マシン処理に不向きである

目的データへの至嵯を容易こする データの組合せに鞠 こ対処

目的別構造も扱える データの配列はシンプル 補足的注釈は文章の一般的共通構造の作成
ようにする な形としておく ままが よい

データ構造部 とデー タ値を分離する 補足的注釈を索引誌の中に分離する

亡

⊂

A

G

デ ー タ 構 造 部

B

C

H

I

D

E

F

B

分 離

テーカレ方式に

よる対応づす

=エ
『

1

一

[1・ ・い・ll

分 離

出典コードによ

る参照

補 足 的 注 釈

図1パ イ ロ ッ ト ・モ デ ル の シ ス テ ム 開 発 の 進 め方 と要 点
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昼間人 口
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事象 細 目1

総数

地区内にとどまる人 口

(残 留 人口)

流入人口

細 目 皿 細 目皿

将来常住人口

流 出人 口

自宅従業者一 一 τ=

醐 醐.通 学者 通勤着一 通学者

流出入人口比率

流入人 口総計

都内他区から流入 人口

都内他市町 村から流入人ロ

他府県から流入人口

流出人口総計

都内地区へ の流出人口
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そ の他の増

人口醜 一 一一「=:㌶ ‡

世 帯 数

世帯人員

東京都予測

国一 常数『 τ 　

東京都の推計世帯数

住民基本台帳にょる世帯数

1人τ 11人 以上

　 寸≡蕊

将来就業者数
(産業別(昼 間))

将来世帯数

東京都予測

東㈱ 一}一[

　 一『-Ei講 評
・順
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一 世帯当り人員

人口総計一[‡

0～4才
:(5才 きざみ)

75才 以上

第1繊『rE繰

㌧
第2次 産業 鉱 業

建設業

製造業

第3次 産業 卸 売業 ・小売業

金融保険業

不動産業

運 輸 ・通信業

電気 ・ガス ・水道 ・熱供給業

サー ビス業

公 務

世帯数一 一[灘 ㍗

世帯人員 一世帯 当り予測人員

図2 デ ー タ索 引 め 例
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〔 デ ー タ 索 引 項 目 表 の 一 部 〕'

01人 目 ジ ン コ ウ

デ ー タ 構 造
ア ウ トプ ッ ト

表.示

コ ー ド デ

1
タ

有
無

時 系 列

(年 度,㊥)

地域 区分
注 釈

コー ド

出 典

コー ド

1

事

象

属

性

細
目

1

細
目

o

細
目
皿

区 市 郡 島

常住人 口(性 別) ソウス ウ セイ ベ ツ 01 01

〈 ヨル〉

国勢調査人 口 コク チョ ウ ジ ンコ ウ 01 01 01 ×

人口総計(人) コ クチ ョ ウ ソ ウケイ oi 01 01 01 35,40,45,5/10.1 ○ ○ ○ ○ 1 20010

男(〃) コ クチ ョウ オ トコ 01 01. 01 01 01 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

女(〃) コ クチ ョ ウ オ ン ナ 01 01 01 01 02 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

東京 都推計入口 トス イ ケイ ジ ンコ ウ 01 01 02 ×

人口総計(人) トス イ ケ イ ソウ ケ イ 01 Ol 02 01 48,49,50/10,1 ○ ○ ○ ○ 2 10010

男(〃) トス イケイ オ トコ 01 01 02 01 01 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

女(〃) トス イ ケイ オ ンナ 01 01 02 01 .02 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

外国人登録人 口 ガ イ ジ ン トウ ロク 01 01 03 ×

人口総計(人) ガイ ジン ソ ウケ イ 01 01 03 Ol 40,45/10.1 ○ ○ ○ ○ 3 a}010

男(〃) ガイジ ン オ トコ 01 01 03 .01 01 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

女(〃) ガイ ジン オ ンナ 01 01 03 01 02 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

住民基本台帳人口 ジュ ウキ ジン コ ウ 01 01 04 ×

人口総計(人) ジュ ウキ ソ ウ ケイ 01 01 04 01 50/L1 ○ ○ ○ ○ 10030

男(〃) ジ ュ ウキ オ トコ 01 01 04 Ol 01 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

女(〃) ジュ ウキ オ ンナ 01 or 04 01 02 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

人 口密度(人/Km2) ジ ン コ ウ ミ ツ ド 01 01 05 35,40.45 ○ ○ ○ ○ a)010

DID(人 口集中地 区)人 口(人) DIDジ ン コ ウ 01 01 06 〃 ○ ○ ○ 4 〃

性 比(女100人 にっき 男) セイ ベ ツ ヒ リツ Ol 01 07 〃 ○ ○ ○ ○ 〃

人 口増 加率(35-40,40-45,45-50)(%) ジ ン コ ウ ゾ ウ カ 01 01 08 35,40,45,50/皿1 ○ ○ ○ ○ 〃
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人 口 常住人口(性 別 ・年齢別等)

就業者数(職 業別 ・産業別 ・地位別等)

流 出入人口
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世帯(世 帯数 ・人員)
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土曜 羅 螺
二;一

建艦 藻;魎

所得τ ㌫ ㌶ 醸嶽
所得種別)

事業所τ 璽藁籔 灘:㌶;

福騰1諜:1:}

医療τ;;罵 熱 量騨 ㈱

約280件 約122,000件

約280件 約110,000件

約750件 約55,400件

約1,120件 約67,500件

約460件 約28,100件

約210件 約15,000件

道路τ 慰 驚'… 別㌻

　 モil繕欝 ご　
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交通薩 藩灘

_
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象別)

約

約
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60件

40件

20件

消防灘 讐 鵜 　 　

約5,700件

約4,100件

約19,000件

約3,700件

約1,400件

約1,100件

約8,400件

図3主 な 蓄 積 デ ー タ
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情 報管理 の 円滑 な運 用 の ため に,基 本 的 に もつべ き コン トロ ール機 能

には,

① 情報 選択 機 能,情 報 規定 機 能,収 集,蓄 積,更 新 機 能

② 受 付提 供 機 能,検 索 加工 機能,機 密 保 護 機能

③ 運 用管 理 機 能,状 況把 握 機 能,評 価機 能

等 が あ げ られ る。 情報 管 理 組 織 は,こ れ らの 諸機 能 が互 い に効 率 的 に

組 織 化 さ れ る必 要が あ る。 ζれ は,地 方公 共 団体 全体 及び 各 部 門 につ い

て も当 然言 え る こ とで あ る。

デ ー タバ ン クは,そ の 目的か ら みて も,デ ー タ を総 合 的 に 蓄 積 し ,多

くの 部 門に 必要 な デー タを 提供 しよ う とす る専担 部 門であ り,上 述 の コ

ン トロー ル 機能が 整備 され る必 要の あ る こ とは い うまで もない 。 む しろ

デ ー タバ ン クは,地 方公 共 団体 の 情 報 管 理 組 織 の核 と して,機 能す べ き

で あ つて,情 報 政 策 を確 立 し,そ の具 体 的な 実 施 に重 要 な役 割 を担 う必

要 があ る。 その 意 味 で,デ ータ バ ン クは,都 政の 中で の位 置 づ け こ そ 重

要 で あ り,そ れ に よ つて 運 営組 織 が 定め られ て行 くとい うこ とがで きる。

参 考 資 料

「東 京都 におけ る情報管理 の現 状 と課題」

東 京 都 企 画調 整 局

「東 京都の情報 システムとコン ピュー タ活 用の関係につい ての研究 報告

1～3集 」

東京都総務局総務 部電子計算課

「地域環 境 データバ ンク実験 シス テムの実 演概要」

東 京都企 画調 整局調査 部
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2.4気 象 情 報 提 供 シ ス テ ム

1.は じ め ,に

近年,気 象観 測静 止衛 星 をは じめ,情 報 処理,通 信 シ ス テ ムは 高 度化 さ

れ,収 集 され て い る デ ータ 量 お よび 解析 加工 され てい る情 報量 は,膨 大 な

量 にな ってい る。 ま た,今 後 将 来,国 内的,国 際的な 気 象観 測 網や 気 象衛

星に よ る観測 網 の整 備が 進む に つ れ て,気 象 庁 に集 まる デー タは飛 躍的 に

増加 す る こと と思 わ れ る。 現 在,気 象庁 では,こ れ ら のデ ー タや 加 工 情報

等を 気 象業 務法 に 沿 って,関 係機 関 に 伝達 して い る。

一 方
,こ こ十 数 年 も続い た高 度成 長の もとで,工 業化 の 進 展 に対 す る環

境破 壊,こ れ との 因果 関係 に あ る エネ ル ギー資 源 問題,国 土 開発の 進 行 と

自然 災害 の 態 様 の変化,都 市 へ の人 口集 中 と交通 網 の高 速過 密 化 に伴 な う
し

危 険 の増大 な ど,深 刻 な 社会 問 題 とな つてい る。 ここで,社 会,人 間生 活

と環 境 と しての 気 象 とが密 接 に結び つ い て い る とい う認 識 を一 層 深め る必

要が あ り,そ して また,気 象 情 報の 多 面 的利 用 を 重視 しなけ れば な らな い。

以 上 の よ うな観 点か ら,気 象 技術,伝 送技 術 そ して コン ピ ュ ー タの 利 用

技術 の発 展 に応 じて,自 然環 境へ の 適応,克 服 のた め に,気 象 情報 の 有効

利 用を 促進 す る必 要 性は,極 め て大 きい もの と考 えら れる。

財団 法人 日本気 象協 会 では,か ねてより運 輸省 の マス タ プ ラン にあ る

「気 象 情 報 提 供 シ ス テ ム」 構 想 に沿 って,昭 和48・49年 度に 亘 り,気

象時報 ニーズ に関 す る幅 広 い 調査 を重ね,ま た そ の 具体 化に 日夜 努力 を 続

け て きたが,昭 和52年 度 には,一 部 の 運用 を 開始 す る運び とな つてい る。

2.気 象 情報利 用 の 現 状 とニ ー ズへ の対 応

「気象情 報 提 供 シス テ ム」 の 開発 に あた り,気 象情 報 の 社会 的 ニ ーズ を

把 握 し,そ して,現 状 の問題 点 を明確 にす る た めに,昭 和48年 度 に は基

礎 調 査 を,ま た,昭 和49年 度 には ア ン ケー ト調査(郵 送 調 査 お よび訪 問

調 査)を 行 なっ た。
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(1)気 象 情報 の利 用 の現 状

現 在,気 象庁 の 業 務 と しては,気 象海 象 の 基礎 観 測 をは じ め,気 象情 報 の

伝達 ま で の一 貫 した 処理,予 測,技 術 開発 な ど,そ の 対象は 広範 囲 に亘 る。

そ の うち,気 象デ ー タ の通 報 としての 主 な ものは,次 の とお りで あ る。

① 準 地 区放 送,半 球 放 送

② 洋上 船 舶 の ため の 気 象通報

③ 運 航 中 の航 空 機 の た め の気 象 通報

④ 国内 気 象官 署に 対 す る通報

⑤ 国内 航空 気 象 官 署 に対 す る通 報

⑥ 無 線 模 写通 報

その 他,一 般 向 け と しては,新 聞,ラ ジオ,テ レ ビなど の 報 道機 関 や 電話

サ ー ビス,ま た 問 合せ な どに よる ものが 広 く利 用 さ れ てい る。 また,気 象庁

と国 鉄,電 力会社 そ して 航空 会 社 の間には,気 象 通 報が 個 別 に結 ばれ てお り,

情報 の 授受 が 行 な わ れ て い るが,他 の 多 くの 利 用者 は,上 記の放 送系 か ら発

表 され る 情報 を入 手 して,そ れ ぞ れ の業 務 に合 った 処 理 に より利 用 してい る・

(2)気 象 情報 の社 会的 ニ ー ズ

気 象情 報 提供 シ ス テムの 開発 を 促 進 さぜ るた め に,背 景 に あ る社 会環 境 を,

交通 の発達,水 資源 開 発,環 境汚 染の進 行,自 然 災害 の 態様 の変化 な どに し

ぼ り,か つ,側 面 か ら 気 象技術,情 報 技 術 的 な 検討 も併 せ て 利 用 実態 を調査

した 結果,利 用者 の 多 くは,現 状 の気 象情 報 サ ー ビス につ いて,情 報 内容,

伝達 速 度,入 手 ルー トな どの 点 で何 らか の不 便 を感 じて い る こ とが 明 らか に

なつた。

調 査 の結果 を 要 約 す る と,次 の よ うにな る。

① 低 層気 象,局 地 気 象,海 上 の 霧 沿 岸波 浪の 観測 が 不十分 で あ る。

② 地 域的,時 間 的に きめ の細 か い,定 量 的な 精度 の高 い 予測 が 不十 分で あ

る。
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③ 発表 され てい る 予報 区域が 固定 的 であ るため、,広 域 活 動を行 な う機 関で

は,必 要 な 情報 の 収 集 に不便 を 感 じてい る。

④ 気象 庁や 報道 機 関か ら提 供す る情報は,一 般 的,普 遍 的 であ り,個 別 的,

特 殊 目的 の た め には,情 報 の 内容,伝 達 方式が 利 用 しや すい 形 態に な つて

い ない 。

⑤ 現行 の 情報 提供 は,お おむ ね 一方 通行 で,利 用 者が 問 合せ によ つて・ 必

要情 報 の み を 入手 す る 手段が ない。 ま た,入 手手 段 が限 られ て い るため,

利 用者 の シス テム との 間 に,ギ ャ ップが 生 じて い る。

⑥ 気象 庁 の シス テ ム 内に ある デー タ(AMeDAS,格 子 点情 報 そ して レー

ダー ・エ コ ー図 等)の 入手方 法 が ない。

これ ら の調 査結 果 か ら,従 来 と比較 して,気 象 情報 の利 用が 能動 的 に変 っ

て き てお り,そ れ に伴 な い情 報の 内容 も一 般的,平 均的 な もの か ら利 用 目的

に 即 した,詳 細で 精度 の 高い 情報 を,利 用 しや す い形 で,速 く提 供さ れ る こ

とを要 望 してい る と判 断 さ れ る。

3.気 象 情報 提 供 シス テ ムの概 要

(1)シ ス テ ム化 の 目的

気 象 情報 の利 用の 現 状 お よび 気 象 情報 に対 する社 会 的 ニ ーズの 調 査 結果 か ら,

社 会 活動 の た め に気 象情 報を 不 可 欠 として い る分 野は,広 範 多岐 にわ た り,こ

れ らの 分野 の 機 関,団 体 の うち の多 くが,現 在 の 気 象情 報 に 対 して,情 報 の 内

容,情 報 量,精 度,入 手 速 度お よび 経路 な ど,何 ら かの 面 で 不満 を訴 えてい 奄

また,社 会 の変 化 に伴 ない,利 用 目的 に合 う よ うに 分析 ・加工 した 情報 の 要 望

も強い 。 そ して,こ れ らの必要 情 報 に対す る対価 意 識 も十分 存在 して い る。

一 方
,気 象 庁で も,こ れ ら気 象情報 の社 会 的 需要 に対 して,諸 シス テ ムの 整

備拡 充,予 測 ・解 析 技 術 の 開発 な どに 努力 してい る。 しか し,気 象 庁は 国家 行

政機 関 と して の立 場 で,一 般 的 ・公共 的情報 を発 表 す る のが 主要 な任 務 であ る
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か ら,個 々の 需要 に応 じ るには,制 度 ・'人員 ・予 算 面 で 自ず と限 界 が あ る。

この よ うな現状 を 踏 ま えて,要 求 の強 い,多 様 かっ 高度 な 情 報 需要 に対 応す

るには,気 象庁 に おけ る 情報 処理 や 提 供 を強 化 す る必 要 があ る。 これ と同時 に,

気 象庁 の 業務 を補 助 し,利 用 者 との チ ャ ンス を拡 げ,情 報 の 相互 利 用の促 進 を

目 的 とし,ま た,必 要 に応 じて 種 々 の気 象 シ ステ ム 間 の情報 コ ネク タ ー として

の 機能を有 す る こ とを 目的 と して,「 気 象情 報提供 シ ス テ ム」 の開発 にあた つ

た。

〔2)気 象情報 提 供 シス テ ム の特 徴

気 象 情報提供 シ ス テ ムの 特 徴 と しては,次 の よ うな ものが あげ られ る。

① オ ン ライン ・ リアル タイ ム シ ステ ム

本 シス テ ムは,気 象 情 報 の 即 時 処理 に ょる提 供 を主 た る機 能 としてい る

の で,そ の 処 理量や 処理 内 容か ら,中 規 模 以上 の能 力 を持つ,ミ ニ コン ピ

ュ ー タの3台 構 成 か ら 成 る,オ ン ラ イン ・ リアル タ イム シス テ ムで あ る。

ミニ コン ピ ュー タに よる コン プ レ ック スシ ス テム を採 用した 主な 理 由は,

罹 障 率を極 限 ま で抑 え る必要 性 と,処 理 時間 を 出来 る だけ 軽減 させ る必要

性 に ょ つて,負 荷 お よび デ ィス ク入 出力 負荷 を 分散 させ る意 味 に よ るもの

で あ る。

② シ ス テ ム24時 間 連 続 運 用

運 用 面 の 特徴 と しては,時 々 刻 々観 測 され る最 新の 気 象 デ ータを 高 速回

線 また はFAXで 収 集 し,最 新 の気 象デ ー タを い ち 早 く提供 す るためva'

24時 間 の連 続 運 用を 行 な っ てい る。 ま た,気 象 情 報は 信 頼 性 の高 い もの

が 要求 され る。 従 って,本 シス テ ムは コン ピ ュー タの 複 合体 を 採 用 する こ

と に よ り,障 害 お よび改 良に お い ても,処 理 の 継 続実 施 を 可能に してい 島

運営 オペ レ ー シ ョン も,特 殊 な 勤務 体 制 を敷 くこ とに よ り・年 中常 時・ 無

人運 転 に な る こ とは な い の で,不 測の 事態 に 即応 で きる 体 制 を整 えて い る。

③ 多様な サー ビス 内容
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利 用者 の 個別 の 目的 に 応 じ るた め に,気 象庁のADESS情 報,AMe

DAS情 報 等,国 内 の 多種 多様 な 情 報 を保有 して いる。 サー ビ ス内 容 とし

ては,利 用 者に 即 時 的 に提 供 す る リアル タイムサー ビス(中 継 ・編集 処 理)

問 合せ(デ ー タ バ ンク機 能)お よび 再 送 な ど,あ らゆ る形態 の サ ー ビス が

用意 さ れ てい る。

④ シ ス テムの 拡張 性 ・融通 性

将来 の 需要 増 大,多 様化 に備 え,大 幅 な変 更 な しに利 用者 との 結 合,機

器 の 増 設が 可能 とな る よ うに当初 の 段 階 か ら,拡 張 性 ・融通 性 を考 慮 した

シ ス テム 設計 を 施 し てい る 。

こ うした 数 多 くの特 徴 を備 えた 「気 象 情報提 供 シス テム」 は,当 然,利

用者側 の業務 または,シ ステ ム化 に も多 くの メ リッ トを もた らす こ とが 予

想 され る。 利 用 者側 の メ リッ トとし ては,次 の よ うな点が あ げ られ る。

a.利 用 者が 必要 と して い る多 くの 情 報が そ ろ つてい るか ら,基 礎 デー タ

か ら の 処理 を考 えず に,あ らゆ る情 報 が入 手 でき る。

b.通 信 方式 につ い て も,標 準 的 な ものは ほ とん ど用 意され てい るの で,

端 末の 選定が 容易 であ る。

c.利 用 者 の運 用 時 間 に合 わ せて,情 報 の 伝送 が なさ れ るの で,特 殊な 勤

務 体 制 を用 意す る 必要 が な い。

d.本 シス テ ムは,耐 障性 に秀 れた 設 計 にな つて お り,利 用者 側 で 新規 に

シ ステ ム化 を行 な う場 合 で も,方 式が 簡 素化 さ れ,設 備 投 資 の面 で 有利

で あ る。

e.本 シス テ ムは,融 通性 のCPU-CPU接 続 等の レベル ・ア ップ も容

易 であ り,長 期整 備 計 画 が 立案 しや す い。

(3)気 象 情 報提 供 シス テ ムの 基本 的機 能

気 象 情 報 提供 シ ステ ム は,現 状 の 気 象情 報 に対 す る種 々 の利 用者 側か らの

要 望 に対 し,そ れ に 応 える方 向で解 決 を試 み よ うとい うもの で あ る。 第1図
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は,本 シ ステ ムの 基本 概 念 図 を示 した もの であ り,基 本 的 な機 能 と しては,

次の よ うな ものが あ げ ら れる 。

① 収 集 機 能

気 象 情報 の直 接 の 入手 先 は気 象 庁で あ る が,利 用者 の 多様 な要 望 に 応 じ

る 必要 上,可 能 な 限 り豊 富 な 情報 ・資料 を 収集 す る。

ADESS,AMeDAS,グ リ ッ ド情報 等,情 報 量 も多 く,迅 速性が 要

求 さ れ'る ものは,高 速 回線 を利 用 した コン ピ ュー タへ の 直接 収集 を 図る。

ま た,各 種天 気 図,特 殊 図,各 種 の予 測,統 計 資料,静 止衛 星 ・軌 道 衛

星 の 各種衛 星 情報,そ の他 必要 情報 を適 切 な手 段で 収集 す る。 さ らに,気

象 官 署以 外 の 情報 に関 して も,気 象庁 経由 で 収 集 す る。

② 加 工 機 能

気 象庁 経 由で 入手 した 情 報 を,利 用 目的 に 応 じて,中 継 ・編集,デ ー タ

変換,地 域 ・規 準値 選別,予 測,解 析,作 図,統 計,解 説 等の 加工 を施 主

また,各 利 用者 別 の 個別 的 目的 に より,局 地 予測や 特 殊 天気 図作 成等 の

加 工 も行 う。 加 工 につ い て も,迅 速 な処 理や セン ター の省 力化 を考 慮 し,

自動化 が可能 な 部分 は,情 報 処理 機器 の活 用 を 図る。

③ 蓄 積 機 能

利 用者 か らの 再送 要 求お よび 問合せ に 応 じ るため,ADESS,AMeDAS

情報 の 他,各 種 統計 等 に必 要な 情 報に っ い ては,磁 気 テー プ等に 蓄積 させ,

デ ー タバ ン ク機 能 を もたせ てい る。

④ 提 供 機 能

加工 さ れた 情報 は,情 報 の特 性 お よび 利 用者 の現行 シ ステ ム,将 来 シス

テム を充 分考 慮 して,CPUを は じめ 各 種 端末 ・郵送 ・人 手な どに よ り提
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供す る。

各種 端 末 と して は,高 速 プ リンタ,CRTデ ィ ス プ レイ,テ レタ イ プ,

テ レ ックス,FAXな どを 考 えてい る。

⑤ 技 術 開 発 機 能

新 しい 予測 手法 の 開発,局 地 予 測 技術 の 開発 な どの 気 象 技術 の 開 発 の他

気 象 情報の 自動 処 理 化,解 析 ルー チン の 開発な どの 情報処 理 技 術 の 開発 を

行 な う。 また・ 要 望 に応 じた,各 種 気 象 関 係 シ ステ ムの 研究 開発 も行 な う。

⑥ 調 査 研 究 機 能

気 象関 連 情報 につ い て,各 種 の調 査 ・研究 を行な うと共 に ,気 象 情 報 に

対 す る社 会的 需 要 動向 も継 続 的 に把 握 し,シ ス テ ムの 改善 を進 め る。

⑦ 利 用 技術 の普 及

気象 情 報を 効果 的 に利 用 す るた め には,気 象 情報 に 関 す る知 識 や 利用技

術 が 必要 であ り,こ のた め に 技 術 資料 の 作成,利 用技術 の 教育 指導 を行 な

い,利 用技 術 の 普及 を 行な う。

(4)シ ス テ ム構 成 と機 器 オ ペ レ ー シ ョ ン

気 象 情 報 提 供 シ ス テ ム の 機 器 構 成 と シ ス テ ム ・オ ペ レ ー シ ョ ン に つ い て 述

べ る。

① シ ス テ ム 構 成

気 象 情 報 提 供 シ ス テ ム の 機 器 構 成 図 を 図 一2に 示 す 。

本 シ ス テ ム は,CPU3台(東 京 芝 浦 電 気のTOSBAC-40D)を

配 置 し て,CPU-1お よ びCPU-2で
,オ ン ラ イ ン ・デ ー タ 処 理 を 分

担 さ せ て い る 。 また,CPU-3は ス タ ン バ イ で
,正 常 時 は 主 に ロ ー カ ル

バ ッチ 処 理 を行 な う
。

本 シ ス テム の 構 成 は,CPU-1お よ びCPU-2の うち
,い ず れ か が

主 ・ 他 が 従 属 す る 形 の デ ュ ア ル 方 式 を と つ て い る。 デー タの 入 出 力 お よび

デ ー タ の 格 納 は,こ れ ら2つ のCPUで 同 時 に 行 な い
,中 間 処 理 は ロ ー ド
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シ ェ ア 方 式 で,
.ダ イ ナ ミッ ク に 負 荷 を 分担 し て い る。 本 シ ス テ ム が 使 用 し

て い るOS(オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム)は,TMCS(略 号:Toshi

-baMultiComputerSystem)と い うC㎝plexComputer専 用 の

もの で あ る。

ロ ー カル ・ パ ッチ 処 理 は,CPU-3が 障 害 時 で も ,CPU-1,CPU

-2の い ず れ で も 代 行 で き る よ うに
,周 辺 機 器は バ ス ス イ ッ チ に よ り接 続

され て い る。

② シ ス テ ム ・ オ ペ レ ー シ ョ ン

本 シ ス テ ムは,最 新 の 気 象 情 報 を 即時 提 供 す る た め に,連 続24時 間 運

用 の 体 制 を 整 え て い る。 また,シ ス テム に お け る各 種 の 障 害 防 止 対 策 を 考

え,シ ス テ ム機 器 の 二 重 化,フ ・ア イル 装 置 の 二 重 化 に よ り,罹 障 率 を 押 え,

信 頼 性 を 一 段 と高 め た シ ステ ム で あ る。

シ ス テ ム 障 害 時の 対 策 と して は,CPU3台 構 成 に よ る 複 合 体 シ ス テ ム

で あ る の で,障 害 を 起 したCPUは,代 行 可能 なCPUに よ り,パ ック ・

ア ッ プ さ れ て 処 理 が 自動 的 に 続 行 さ れ る。 各CPUは
,プ ロ セ ス ・ イ ン タ

フ ェ イス ・モ ジ ュ ー ル(PIM)に よ り接 続 さ れ,相 互 に 監 視 を行 な い ,

障 害 を 検 出 す る と,障 害CPUは シ ステ ムか ら 切 離 さ れ,代 行CPUに よ

り処 理 が 続 行 さ れ る。 ま た,障 害CPUの シ ス テ ム復 帰 は,オ ン ラ イ ン の

ま ま 行 な うこ とが で き る。

一 方
,フ ァ イ ル 装 置 は 二 重 化 さ れ て お り,デ ー タ の 紛 失 を防 止 す る。

正 常 時 には,2つ の フ ァ イル に書 き 込 ま れ,マ ス タ側 か ら読 み 出 さ れ る。

回 復 不 能 な 障 害 が 生 じ た 場 合 に は,障 害 系 は シ ス テ ム か ら 切 離 され,正 常

系 に 切 換 え ら れ,,処 理 が 続 行 され る。 障 害 フ ァ イル は,正 常 系 の フ ァ イ

ル装 置 か ら完 全な コ ピ ー を 取 って,シ ス テ ム に 復 帰 す る 。

4.シ ス テ ム 開 発計 画

(財)日 本 気 象 協 会,情 報 セ ン ター の 「気 象 情 報 提 供 シ ス テ ム」 は,5

カ 年 計 画 で 第1次 の シ ス テ ム 開 発 を 進 め て き た 。
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第]次 計 画 と しては,社 会 活動 のた め に 気象 情報 を必 要 と し てい る分 野

を 考 えてお り,航 空,船 舶,道 路,鉄 道,水 利,電 力,建 設,土 木,農 業,

漁業,防 災,大 気 汚染 など 広範 多 岐にわ た つてい るが,こ の うち(1)陸,上 交

通 関 係,(2)海 上 交通 関係,(3)航 空 関係,(4)水 利 関 係,(5)大 気 汚 染関 係 の5

分 野に 分 類 し,各 分野 ご とに 必要 な 気 象 デ ータを,利 用 しやす い 形態 に 加

工 処理 し,提 供 す る サー ビス を 計 画 して い る。

将 来計 画 としては,気 象 庁の 高 速 伝送 網 拡充計 画 をは じめ,レ ー ダ ー伝

送 網 計画,GMS計 画 な ど と タ イ ア ップ した 地方 展開(サ ブ セ ン ター 構 想)

を考 え,ロ ー カ ル的な 処理 と中 央 集 中が 有利 な処理 を明 確に 分類 し,処 理

量 の増 大 に 対 しては,中 型 以 上 の ホス ト・コ ン ピュ ータの 導 入 も計 画 して

い る。

5.あ と が き

(財)日 本 気象協 会 では,気 象庁 のサ ー ビス の及 ば ない 特 定分 野 に おい

て,気 象情 報 の有 効 利 用 をは か るた め に,「 気 象情 報 提 供 シス テ ム」 の 開

発を,財 団 法人.日 本 船 舶 振 興会 の 援 助 の も と に,昭 和48年10月 か

ら着 手 して 来 た。

シス テム 開 発作 業は,昭 和48・49年 の 基礎調 査,ア ン ケー ト調 査 に

は じ ま り,シ ス テ ム設 計,プ ロ グ ラ ム作 成な どを 行 ない,作 業 のべ 人数 は

お よそ400人 を投入 した。

なお,本 シ ス テ ムの 開発 にあ た つては,ソ フ トウエ ア会 社 日本 ビジネス

オー トメー シ ョン(株)の 協 力 を 得て 開発 した。
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参考資料 社 会 情 報 シス テ ム 例

(1)医 療 分 野

A産 業構造審議会情報産業部会

B産 業技術審議会研究開発部会

O救 急 医療 情 報 シス テ ム A B

o遠 隔 医療 情 報 シス テ ム A

。 遠 隔 患 者 自動 監 視 シ ス テ ム B

O自 動 看 護 シス テ ム B

o僻 地 医療 シス テ ム B

O遠 隔 身障 者監 視 シス テ ム B

O総 合健 康 診 断 シス テ ム A B

O医 療 情報 デ ー タバ ンク A

oホ ス ピ タ ル ・ オ ー ト メ ー シ ョ ン ・ シ ス テ ム A B

O医 療 教 育 シ ス テ ム A

O健 康 保険 事 務 自動化 シ ス テ ム A

Oリ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ・ シ ス テ ム B

② 産 業 分 野

O資 源培養 型 漁業 シス テ ム B

O高 密 度 農産 物 栽 培 シス テ ム B

O大 規 模 集 団 畜 産 シス テ ム B

。 資 源 ・エ ネ ル ギ ーの 有 効 利 用 シ ス テ ム B

O自 動 製 造 シス テ ム B

(3)交 通 ・物 流 分野

。 運 輸行 政 情 報 シス テ ム A
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o運 輸 デ ー タ バ ン ク A

O自 動 車検 査 登 録 シス テ ム A

O気 象資料 自動 編 集 中継 シス テ ム A

O気 象情 報 提供 システ ム A

O気 象 自動 観 測 システ ム A

o静 止 気 象衛星 デ ー タ処理 シス テ ム A

o海 上 航 行 サ ポ ー ト ・シ ス テ ム A

o海 難 救 助 シ ス テ ム A

O海 上 公 害 監 視 シス テ ム A

oダ イ ヤ ・ コ ン ト ロ ー ル ・ シ ス テ ム A

O列 車 運 行 管理 シス テ ム A

O鉄 道 保 安 シス テ ム A

O広 域 交 通 管 制 シス テ ム A

O道 路 交通 総 合 管 制 シス テ ム A

o道 路 交 通 情 報 シス テ ム A

。 高 速 道路 管理 シス テ ム A

O航 空 管 制 シス テ ム A

O運 航 総合 シス テ ム A

O航 空 機 整 備 管理 システ ム A

O航 空 通 信 サ ー ビ ス ・シ ス テ ム A

O総 合観 光 情 報 シス テ ム A

O最 適旅客輸送手段選択 システ ム A

O総 合 宿 泊予 約 シ ステ ム A

O宿 泊 予 約 シス テ ム A

Oホ テ ル予 約会 計 案 内 シス テ ム A

o総 合 座 席 予 約 シス テ ム A

。 フ ェ リー 旅 客 船 予 約 シ ス テ ム A
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O鉄 道(バ ス)座 席 予約 シス テ ム A

O旅 客 扱 シス テ ム A

o無 線 タ ク シ ー ・ コ ン ト ロ ー ル A

O呼 び 出 し バ ス ・シ ス テ ム A

Oレ ン タ カ ー 管 理 シ ス テ ム A

O駐 車 場 管理 シス テ ム A

。 航 空 国 内旅客 総 合 シス テ ム A

o航 空 国 際 線座 席 予約 シス テ ム A

O国 際 貨 物 輸送 情 報 システ ム A

。 海上国際貨物輸送情報 システム A

Oコ ンテ ナ動 静情 報 シス テ ム A

Oコ ン テ ナ ・ タ ー ミ ナ ル ・ シ ス テ ム A

O船 舶 動 静情 報 シ ス テ ム A

O港 湾 管 理 シス テ ム A

O港 湾 作 業 管理 シス テ ム A

O港 頭 保 税 倉庫 管理 シス テ ム A

O内 航 共 同 計算 シス テ ム A

O国 鉄 貨物 情 報 シ ス テ ム A

O国 鉄 コ ン テ ナ 情 報 シ ス テ ム A

O国 鉄 ヤ ー ド自動 化 シ ス テ ム A

oト ラ ック求 車求 荷 情報 シス テ ム A

oト ラ ッ ク運 送 情 報 シ ス テ ム A

O貨 物 タ ー ミナ ル 管 理 シ ス テ ム A

O貨 物 集積 シス テ ム B

o貨 物 仕分 け シ ス テ ム B

。 貨 物 タ ー ミナ ル 荷 役 シ ス テ ム B

oト ラ ッ ク共 同 計 算 シ ス テ ム A
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。 ト ラ ッ ク 車 両 管 理 シ ス テ ム A

O航 空国際貨物 輸送情報 システム A

O航 空国 内貨物 輸送情報 シス テム A

o航 空 国 際 貨物 荷 役 シス テ ム A

O航 空 保 税 倉 庫 管 理 シス テム A

。 庫 腹 情 報 シス テ ム A

O倉 庫 管理 シス テ ム A

O倉 庫 共 同計 算 シ ス テ ム A

O貨 物 発送 ・配 送 シ ス テ ム B

Oパ イ プ ラ イ ン輸 送 シ ス テ ム A

o物 流 トー タル シ ス テ ム B

(4)公 害 ・環 境 分 野

O公 害 ・環 境 デ ー タバ ン ク A

O広 域 公害 ・環 境 予 測 シス テ ム A

O長 期 予測 シス テ ム B

O公 害 監 視 トー タ ル シ ス テ ム B

O国 ・公共 機 関 向公 害 監視 シス テ ム A

O企 業 向 公 害監 視 シス テ ム A

O地 方 自治体 向公害監視環境管理 システム A

O－ 般 廃 棄 物 関 係 シ ステ ム A B

。 産業 廃 棄 物 関 係 シス テ ム A B

(5)防 災 ・防犯 分 野

O全 国 気 象 観 測網 シス テ ム A

O全 国 地震 予 知 網 シス テ ム A

O全 国 防 災 無 線 網 シス テ ム A
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O全 国 警 察 情 報 管理 シス テ ム A

。 地 下 街 火 災 予 防,避 難誘 導 シス テ ム A

O危 険 物 監 視,ガ ス,上 下 水 道 防 災 シス テ ム A

O地 域避 難 誘 導,救 急,救 助 システ ム A

Oコ ン ビナ ー ト防 災 シ ス テ ム A

oビ ル工 場,事 業 所火 災 予 防,避 難 誘導,救 助 お よび

防犯 シス テ ム

A

O住 宅 災 害予 防,防 犯 シ ステ ム A

(6)教 育 分 野

oCAI(個 人)シ ス テ ム A

oCAI(集 団)シ ス テ ム A

oCMIシ ス テ ム A

O広 域 図 書管 理 システ ム A

。 教 育 用 デ ー タ ・パ ン ク A

O身 体 障 害 者教 育 シス テ ム A

O中 高年 層教 育 シ ス テ ム A

O大 学 教 育情 報 シス テ ム A

O基 礎 教 育 情 報 システ ム A

O社 会 教 育 情報 システ ム A

(7)地 域社 会生 活分野

09生 活 設 計 プ ラ ン ニ ン グ シ ス テ ム A

O料 理 献 立 シス テ ム A

O冠 婚葬 祭 シス テ ム A

O学 習情 報 シス テ ム A

o観 光 情 報 シス テ ム A
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O催 物 情 報 シ ス テ ム A

。 育 児 保健 情 報 シス テ ム A

。 行 政 情報 ・行 政 窓 口手 続 等案 内 シス テ ム A

。 市況 情報 シス テ ム A

O流 通 情報 シス テ ム A

。 宿 泊 施 設 シス テ ム A

oレ ク レ ー シ ョ ン施 設 シ ス テ ム A

O乗 り もの シ ス テ ム A

Oキ ャ ッ シ ュ レ ス ・ シ ョ ッ ピ ン グ ・ シ ス テ ム

吟

A

。 家 庭 向 け 映 像 音 楽 リ ク エ ス ト ・サ ー ビス ・シ ス テ ム A

oコ ン ピ ュ ー タ ・ ド ク タ ・ シ ス テ ム A

(8)流 通 分 野

O商 社 国 際 ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム A

Oオ ー ダ エ ン ト リ ・ シ ス テ ム

皿},一}一.一 一 一

A

o受 発 注 情 報 シ ス テ ム . A

。 チ ェ ー ン ス トア 流 通 情 報 シ ス テ ム
ーA}--一

A
一 －

A

o卸 売 団地 共 同 利 川 シ ステ ム A

O総 合貿 易情 報 シス テ ム A
・一'一 一 一_,_

O生 鮮 食 料 品 情 報 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム
一 一^"一 _,一

A
AA「

oP()S(poi|llofsales)タ ー ミ ナ ル ・ シ ス テ ム A

ゾ
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禁 無 断 転 載

昭和52年5月 発行

財 団法 人 日本情報処理 開発協会

東京都港区芝公園3-5-8

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211(代 表)

株式 会 社 正 文 社

東京都文京区本郷3丁 目38番14号

TEL(815)7271(代 表)

51-RO15



,



、

'

ρ

'

、一～
　一一

＼
＼

'

・

一」

1

パ

1

一‥」〔

ヲ

一一}}一

1

、

一一
.ヒ

 

一[

//"一"..."T.T-一 …-v

.

」メ

・

,

「
一{.一

一

 

…
L

「

、



、

{

、 ▲,

㍉'守

 

(
・

、


